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A：趣旨に沿って措置したもの  B：実現に努力しているもの 
 

C：当面は実現できないもの   D：実現が極めて困難なもの 



（様式３） 情報提供用シート 花巻市 

要望月日 要望項目 要望内容 取組状況(方針） 
振興局名 担当 

所属名 

反映区

分 

7月19日 １ 農林業・

農村政策の

対応につい

て 

（１）国家間

の経済連携

等への対応

について  

農業・農村を取り巻く環境は、農業

従事者の高齢化や後継者の不足、生産

調整、飼料・資材の高止まり、米をは

じめとした農産物価格の低迷、国内農

畜産物の産地間競争の激化などに加

え、ＴＰＰ１１や日欧ＥＰＡ、日米貿

易協定の発効による輸入農畜産物の拡

大など、今後の農業経営の継続に不安

を抱かせる厳しい状況が続いていま

す。 

 このような中で、農村地域に住む

人々が生産意欲を低下させることのな

いよう持続的に農業に従事できる環境

を確保し、安定的な食料供給と自給率

向上の達成、そして農村地域に住む

人々がそこで暮らし続け、農村地域が

維持発展するため、次の事項について

特段の措置を講じていただくよう要望

いたします。 

（１）国家間の経済連携等への対応に

ついて 

 環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰ

Ｐ）において、アメリカ合衆国を除い

た１１か国でＴＰＰ１１や欧州連合

（ＥＵ）との経済連携協定（ＥＰ

Ａ）、さらに日米貿易協定が発効さ

れ、発効後は畜産物の輸入量が急増す

るなど国内の農家に先行きへの警戒感

が広がっています。また、日本を含む

 県では、国に対し、ＴＰＰ１１、日

ＥＵ・ＥＰＡ、日米貿易協定及びＲＣ

ＥＰ協定への対応として、農林漁業者

が安心して経営を継続できるよう、農

林水産業への影響等について十分な情

報提供を行うとともに、「総合的なＴ

ＰＰ等関連政策大綱」に基づく施策を

着実に実施するなど、万全の対策を講

じるよう要望したところであり、今後

も様々な機会を捉えて要望していきま

す。（Ａ） 

県南広域

振興局 

農政部 Ａ：１ 



16か国による東アジア地域包括的経済

連携（ＲＣＥＰ）や自由貿易協定（Ｆ

ＴＡ）交渉の取組なども農業に影響を

与えることが懸念されます。 

 つきましては、これらの新たな協定

の締結が日本の農業に悪影響を及ぼさ

ないための施策を講ずるよう国へ要請

していただきますよう要望いたしま

す。 

7月19日 １ 農林業・

農村政策の

対応につい

て 

（２）「農地

中間管理事

業」におけ

る農地の受

け手確保の

支援措置の

創設につい

て 

（２）「農地中間管理事業」における

農地の受け手確保の支援措置の創設に

ついて 

 農地中間管理機構が借り受け、受け

手(借受者）が見つからない農地につい

ては、契約を解除することとなってい

ますが、中山間地域等の条件不利地や

畑、特に樹園地については受け手（借

受者）の確保が難しく流動化が進んで

いない状況にあることから、借受希望

者を確保するための支援措置を創設す

るよう国へ要請していただくととも

に、県独自の支援策を創設していただ

きますよう要望いたします。 

 県では、農地の借受希望者を確保し

農地の集積・集約化を進めるため、国

の「農地中間管理機構関連農地整備事

業」や「農地耕作条件改善事業」を活

用して、基盤整備が十分に行われてい

ない農地の区画拡大や暗渠排水などの

整備を支援しています。 

 樹園地につきましては、農地中間管

理機構及びいわて花巻果樹産地協議会

と連携し実質化された地域農業マスタ

ープランの実践に向け、地域の話合い

に積極的に参加して農地のマッチング

に取り組むなど支援していきます。 

 また、樹園地の借受者に対する支援

策として、国の「果樹農業生産力増強

総合対策事業」や、借受者が新規就農

者である場合には「農業次世代人材投

資事業」など、事業の活用についても

御検討をお願いします。 

 なお、県では、醸造用ぶどうの栽培

を志す方などを対象に、「醸造用ぶど

う栽培技術フォローアップ講座」を開

県南広域

振興局 

農政部 Ｂ：１ 



講しており、新規栽培者の確保を図っ

ています。（Ｂ） 

7月19日 １ 農林業・

農村政策の

対応につい

て 

（３）農業後

継者不足に

ついて 

（３）農業後継者不足について 

 農業従事者の高齢化や後継者不足が

続く中で、新規就農者の確保は重要な

課題となっています。しかし、新たに

農業を志す人が就農するまでに農地や

住宅の確保が難しいことや、農業機械

等の購入資金の調達が支障となってい

ることから、就農しやすい施策や就農

後も安心して農業経営を続けられる施

策の充実を図るよう国へ要請していた

だくとともに、県独自の支援策の更な

る充実を図ることを要望いたします。 

 県では、農業・農村の持続的な発展

には、地域農業に意欲を持って取り組

む新規就農者の確保・育成が極めて重

要であることから、県内外で就農相談

会を開催しながら、農家・非農家を問

わず、希望者に対し経営の開始から定

着に至るまで、発展段階に応じて支援

しています。 

 新規就農者の確保については、市や

花巻農業協同組合と連携したワンスト

ップ就農相談窓口を設置し、就農希望

者の住宅の確保などの様々な相談に対

応しています。 

 また、農業次世代人材投資資金（準

備型）の交付対象者や新規就農者に対

しては、農業大学校における作物栽培

技術等の技術習得や経営確立のための

研修カリキュラムを開講する等、技術

習得等の支援をしています。 

 さらに、就農後には初期投資を軽減

するため「いわて地域農業マスタープ

ラン実践支援事業」や国の事業を活用

し、農地の確保や機械導入等を支援

し、新規就農者の定着を図っていま

す。 

 今後も、地域と連携しながら新規就

農者の確保から育成まで継続して支援

していくとともに、国の新たな事業

「新規就農者育成総合対策」における

県南広域

振興局 

農政部 Ａ：１ 



予算の十分な確保等の要請や、県の支

援策の検討を行っていきます。（Ａ） 

7月19日 １ 農林業・

農村政策の

対応につい

て 

（４）スマー

ト農業推進

のための支

援策の充実

について 

（４）スマート農業推進のための支援

策の充実について 

 農業用ドローンをはじめとするスマ

ート農業機器については、減少する担

い手不足の解消、作業の省力化対策と

して今後さらなる利用拡大が期待され

ているところであり、より使いやすい

環境の整備が求められております。 

 しかしながら、ドローンによる農薬

等の空中散布については、航空法に基

づく飛行機の許可・承認手続きの際

は、民間が行う農業用ドローンの技能

講習がドローンの機種別に求められて

いることが実情であり、別の機種を購

入する度に技能講習を受けなければな

らないため、多種多様な農業用ドロー

ンの導入がなかなか進まない状況にあ

ります。 

 また、農業用ドローンによる農薬散

布を行う場合、地上散布用の登録農薬

に比べて、ドローン散布に適した高濃

度の登録農薬が地上散布用の約18％程

度しか登録されていないことから、ド

ローンによる農薬散布がなかなか普及

しない現状となっております。 

さらに、中山間地域では起伏の激しい

地形が課題となり、ＲＴＫ－ＧＮＳＳ

基地局などの設置が進まないことか

ら、スマート農業による労力軽減や省

力化といったメリットを充分に享受で

①改正航空法における技能証明につい

ては、関連する協議会で、一等（レベ

ル４相当）及び二等の２種類の登録と

することや、有効期間が３年更新であ

ること等が議論されているものと承知

しています。（Ｓ） 

②農業用ドローン散布に適した農薬の

登録について、国では、農薬の希釈倍

率の変更登録申請する際、作物残留農

薬試験を不要とする事務手続きの簡略

化を進めており、令和４年度末までに

新たに200剤（平成31年3月末対比）の

登録数の拡大を目標に取り組んでいま

す。（Ｂ） 

③中山間地域における、精度の高いス

マート農業技術の活用に向けた環境整

備については、携帯電話の位置情報サ

ービスなど、ＲＴＫ基地局と同等の効

果が得られる新たな技術も開発されて

おり、地域に情報提供を行うなどスマ

ート農業技術の普及拡大に向け積極的

に取組んでいきます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

農政部 Ｂ：２ 



きない状況にあります。 

 このことから、スマート農業機器の

導入を推進するため、国に対し、次の

項目について規制緩和や支援を要請し

ていただきますよう要望いたします。 

①改正航空法が定める無人航空機の技

能証明について、技能証明の種類をド

ローンの機種ごとに限定しないこと。 

②農業用ドローン散布に適した高濃度

登録農薬の登録拡大を推進すること。 

③中山間地域において、精度の高いス

マート農業技術を活用しやすい環境の

整備を推進すること。 

7月19日 １ 農林業・

農村政策の

対応につい

て 

（５）米の需

給対策につ

いて 

（５）米の需給対策について 

米の消費量は、これまで人口減少や

食生活の洋風化等を背景に最近は毎年

約10万トン減少しており、そのため、

花巻市では、国が毎年策定する米の需

給見通しをもとに岩手県で設定した生

産目安の範囲内で主食用米の作付を行

い、需要量に応じた生産と併せ、主食

用米から飼料用米等への作付転換を推

進しております。しかし、全国では、

国が策定する需給見通しを踏まえず生

産目安を設定し、前年と同様の作付を

行っている都道府県があり、コロナ禍

で外食産業などを中心に米の需要がま

すます落ち込んでおり、米の過剰在庫

により需給が緩和し米価が下落してお

ります。国が令和３年２月に示した

「米穀の受給及び価格の安定に関する

基本指針」によりますと、令和３年６

 県では、これまで国に対し、国全体

で主食用米の需給と価格安定が図られ

るよう、実効性のある推進体制を確立

するとともに、水田活用の直接支払交

付金を恒久的な制度とすること、米の

需給対策に必要な予算を十分に措置す

ることを要望しており、令和３年６月

にも要望を行ったところです。 

 また、県では、主食用米から飼料用

米、野菜、雑穀への転換を推進するた

め、水田活用の直接支払交付金のうち

都道府県連携型助成と連携し、本年

度、新規に創設した岩手県水田転換緊

急対応助成事業を継続することとした

ところです。 

 さらに、新型コロナウイルス感染症

拡大の影響により、全国的に米の在庫

量が増加したことから、令和３年９

月、11月にも、国主導による実効的な

県南広域

振興局 

農政部 Ｂ：1  



月末の民間在庫量は前年同月と比較

し、７万トンから１２万トン多い２０

７万トンから２１２万トンとの見通し

であり、国が示す受給安定のための適

正水準とされる１８０万トンを大幅に

上回っており、令和３年産の主食用米

の作付状況や民間在庫量の増加、コロ

ナ禍における米の取引価格の下落によ

り、令和３年産米価は前年よりさらに

下がる可能性があります。 

つきましては、米価安定による農業

経営体の所得確保のため、需要量に応

じた主食用米の生産が行われるよう、

飼料用米やその他の転作作物に対し主

食用米の生産と比べ経済的に不利にな

らないよう恒久的な支援の充実を図る

よう国へ要請していただくとともに、

県独自の支援策の更なる充実を図るこ

とを要望いたします。 

過剰米への対策や消費喚起などの需要

拡大対策を推進するよう要望したとこ

ろであり、引き続き、米の需給と価格

の安定に必要な対応を国に求めていき

ます。 

なお、県は、岩手県農業再生協議会

と各地域農業再生協議会との意見交換

等を通じて、生産者への情報提供を図

りながら、需給安定に向けた取組を進

めていきます。（Ｂ） 

7月19日 １ 農林業・

農村政策の

対応につい

て 

（６）農作物

の気象災害

対策につい

て 

（６） 農作物の気象災害対策について 

 気象災害が続くなか、令和３年４月

に断続的に続いた低温や遅霜、６月の

降ひょうにより果樹や野菜を中心とし

た園芸作物に大きな被害が発生してお

ります。花巻市では、特にりんごに大

きな被害があり、霜による花芽の枯死

やめしべの褐変、ひょうによるキズ果

などが園地全体の７割で発生してお

り、収穫量の減少は避けられない状況

であるとともに、サビ果や変形果など

障害果の発生が懸念されております。

また、野菜についても降ひょうにより

 本年４月の凍霜害及び６月の降ひょ

う被害について、県では「農作物災害

復旧対策事業」を発動し、緊急的な病

害虫防除や生育回復のために必要な薬

剤等の購入費や、人工授粉用花粉の購

入費を支援しています。（Ｂ） 

 また、自然災害などによる損失を補

填する農業共済制度及び収入減少を補

償する収入保険制度は、農業者の経営

安定に重要な役割を果たしていると認

識しておりますので、今後も県農業共

済組合の取組等と連携し、農業経営の

安定に向け農業共済制度及び収入保険

県南広域

振興局 

農政部 Ｂ：２ 



枝や茎が折れるなど、今後の生育に著

しく支障をきたしております。 

 加えて、りんご生産者は、凍霜害に

対する農業共済制度や収入保険制度に

加入していない者が多く、今後の農業

経営に大きな支障をきたす状況となっ

ております。りんご生産者をはじめと

した被災農業者が、今後も営農を続け

られるよう支援策を講ずるよう国へ要

請していただきますようお願いしま

す。 

制度が有効に活用されるよう、取り組

んで参ります。（Ｂ） 

7月19日 １ 農林業・

農村政策の

対応につい

て 

（７）森林整

備事業への

支援につい

て 

（７）森林整備事業への支援について 

 花巻市では、森林の適切な管理を図

っていくため、森林資源の把握・解析

による森林情報管理、森林経営の集約

化を進め、森林の保全、木材活用の推

進に取り組んでおります。 

 市が実施する森林整備事業について

は、森林環境譲与税を活用することが

できないため、国の事業を活用し実施

しておりますが、近年、特に保育間伐

等育成に関する施業の実施要望に対

し、予算が減額されている状況となっ

ております。 

 森林の保全管理、将来的な資源量の

確保を図るためには、適切な施業が必

要であることから、森林整備事業全般

に係る十分な予算の確保について国へ

要請していただきますよう要望いたし

ます。 

 

 県では、計画的な森林整備の促進

や、路網の整備、再造林の一層の推進

を図るため、令和３年６月に国に対し

て、森林整備事業等の予算を十分に確

保するよう要望を行ったところです。 

 国に対しては引き続き、当該予算が

十分に確保されるよう働きかけるとと

もに、適切な森林施業が実施できるよ

う関係機関と連携しながら取り組んで

いきます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

林務部 Ｂ：１ 



7月19日 １ 農林業・

農村政策の

対応につい

て 

（８）日本型

直接支払制

度の予算確

保について 

（８）日本型直接支払制度の予算確保

について 

 農業・農村の有する多面的機能は、

営農活動や農地・農業用水路等の適切

な保全活動を通じて発揮されるもので

あります。多面的機能支払制度におい

ては、平成27年度以降、活動組織が策

定する計画に基づく交付金が満額交付

されず、活動組織の計画的な活動（水

路整備等）に支障を来していることか

ら、日本型直接支払制度の事業費を満

額確保するよう国へ要請していただき

ますよう要望いたします。また、資源

向上（長寿命化）における工事につい

て１件あたりの上限額を２００万円未

満と設定され、わずかでも上限を超え

る工事を実施しようとする場合、事務

負担の大きい長寿命化整備計画の作成

が新たに必要となるため組織内の活動

に支障を来していることから、一律の

上限額設定ではなく工事内容によって

は、長寿命化整備計画を不要にするこ

とが可能となる見直しについて併せて

国へ要請していただきますよう要望い

たします。 

 本県では、農業農村の多面的機能の

維持・発揮を図るとともに、共同活動

等を通じ担い手への農地集積等の構造

改革を後押しするため、「日本型直接

支払制度」の取組拡大を図っていると

ころですが、令和３年度交付金の国の

配分は、多面的機能支払においては要

望額の85％という状況でした。 

 県では毎年度、農林水産省に対し

て、“日本型直接支払制度の十分な予

算措置”を要望しているところであ

り、今後とも様々な機会をとらえ、国

に働きかけていきます。（Ｂ） 

 資源向上（長寿命化）における工事

費の上限額については、既存補助事業

との役割分担を明確にするため、１件

当たり原則200万円未満とされたものを

市町村からの要望を受け、500万円未満

まで引き上げたところです。 

 ただし、200万円を超過する場合は、

整備した施設を末永く維持管理してい

くことはもとより、計画的かつ適切な

事業執行を担保するためにも「長寿命

化整備計画」の策定は県としても必要

と考えているところです。 

 ついては、「長寿命化整備計画」の

策定に当たって、県も支援するので御

相談願います。（Ｃ） 

 

 

 

県南広域

振興局 

農政部 Ｂ：１ 

Ｃ：１ 



7月19日 １ 農林業・

農村政策の

対応につい

て 

（９）農業農

村整備事業

予算の確保

を求めるこ

とについて 

（９）農業農村整備事業予算の確保を

求めることについて 

 農業農村整備事業の国の予算は、令

和２年度補正予算繰越分と令和３年度

当初予算を合わせると、毎年前年度並

みの予算が確保されております。 

 花巻市においては、令和３年度時点

で圃場整備実施地区が新規２地区を含

む６地区、計画調査地区６地区で実施

しており、集落内での合意形成を進め

ている申請準備地区も数多く控えてい

る状況で、更なる基盤整備の要望があ

り、農村の高齢化が進む中にあって、

農地の区画拡大による農作業効率の向

上や農地の担い手への更なる集積・集

約化を進める必要があります。しか

し、補正予算による予算措置では、年

度当初から計画的に事業を実施するこ

とができず、事業進捗に支障をきた

し、結果的に事業完了が遅れる可能性

があります。 

 つきましては、農業農村整備事業の

令和４年度当初予算において、今年度

予算額（令和３年度当初予算と令和２

年度補正予算）と同額程度確保するよ

う国へ要請していただきますよう要望

いたします。 

 国の農業農村整備事業の令和４度当

初予算は、昨年度を上回る額が確保さ

れています。 

 また、本県の令和４年度の農業農村

整備事業関係予算については、貴市を

はじめ地域からのほ場整備等の要望を

踏まえ、当初予算で対前年比101.1％、

令和３年度補正を加えた令和４年度の

実質的な執行予算として101.6％を措置

したところであり、平成30年度以降、

前年度を上回る執行予算を確保してい

ます。 

 県では繰り返し農林水産省に対し

て、“令和４年度の農業農村整備事業

関係予算の十分な確保”を要望したと

ころであり、今後とも様々な機会をと

らえ、国に働きかけていきます。

（Ｂ） 

県南広域

振興局 

農政部 Ｂ：１ 

7月19日 １ 農林業・

農村政策の

対応につい

て 

（１０）防災重点農業用ため池のハザ

ードマップ作成への支援について 

 「農業用ため池の管理及び保全に関

する法律」及び「防災重点ため池の防

災工事推進特別措置法」により、市町

 本県では、「防災重点農業用ため

池」が決壊した場合に、迅速な避難行

動につなげるため、市町村のハザード

マップ作成を優先的に進めています。 

県南広域

振興局 

農政部 Ｂ：１ 



（１０）防災

重点農業用

ため池のハ

ザードマッ

プ作成への

支援につい

て 

村は防災重点農業用ため池のハザード

マップを作成して住民に周知すること

が求められております。 

 令和１２年度までの特措法期間内は

定額補助されることとなっております

が、ため池所有者による届け出制度が

始まったことにより、今後も防災重点

農業用ため池の増加が見込まれること

から、対策期間内に必要なハザードマ

ップ作成ができるように、令和４年度

以降についても十分な予算の確保を国

へ要請していただきますよう要望いた

します。 

 また、令和３年３月に「防災工事等

推進計画」を策定し、地震や豪雨によ

る決壊の危険性などの評価を行い、計

画的に対策工事を実施していくことと

しています。 

 近年、地震や豪雨による災害が激

甚・頻発化しており、地域住民の安

全・安心の確保に向け、ハード的な対

策にソフト対策も含め、可能な限り前

倒しで実施することが重要と認識して

います。 

 県では令和３年６月、９月及び令和

４年１月に農林水産省に対して、“防

災・減災、国土強靱化のための５か年

加速化対策に基づく安定的かつ十分な

予算確保”を要望したところであり、

今後とも様々な機会をとらえ、国に強

く働きかけていきます。（Ｂ） 

7月19日 １ 農林業・

農村政策の

対応につい

て 

（11）有害鳥

獣被害対策

について 

（11）有害鳥獣被害対策について 鳥

獣被害の深刻化・広域化に対応するた

め、被害の防止に係る抜本的な取組の

強化について国へ要請していただきま

すよう要望いたします。 

 特にニホンジカ及びイノシシについ

ては、生息域が拡大し、市内農作物へ

の被害が増加傾向にあり、市の鳥獣被

害防止計画に基づき捕獲目標数を達成

するため、鳥獣被害防止総合対策交付

金を活用し、捕獲活動を行っておりま

す。しかし、当該交付金予算が要望額

に満たないため、市単独により予算措

置している状況であることから、鳥獣

 本県では、野生鳥獣の個体数管理や

被害防止のため、狩猟期間の延長や新

規狩猟者の確保などに取り組んでいる

ところです。 

 令和３年６月に国に対し個体数管理

や被害防止に必要な捕獲目標の達成に

向けて、都道府県が行う「指定管理鳥

獣捕獲等事業」について、必要な財政

支援を継続するとともに、捕獲の担い

手の確保や大量捕獲技術の開発普及な

ど効果的な個体数管理に資する施策の

充実を図ること、及び「鳥獣被害防止

総合対策交付金」について、有害捕獲

活動の上限単価引き上げや必要な予算

県南広域

振興局 

保健福祉

環境部、

農政部 

Ｂ：１ 



被害防止総合対策の十分な予算を確保

するとともに、捕獲従事者の意欲向上

のために当該交付金の基本単価の引き

上げについて国へ要請していただきま

すよう要望いたします。 

措置することについて要望したところ

であり、今後も様々な機会を捉えて要

望していきます。（Ｂ） 

7月19日 ２ 産業団地

整備に係る農

業振興地域除

外及び農地転

用手続きの要

件緩和につい

て 

 県内では、北上川流域地域を中心に

自動車関連産業や半導体関連産業など

の積極的な設備投資が進んでおり、こ

うした投資需要にスピーディーに対応

し、地域に産業を導入していくために

は、産業団地の拡張・造成が必要とな

ります。 

 造成事業の推進にあたり、候補地に

「農業振興地域の整備に関する法律

（以下、「農振法」という。）」に基

づく農業振興地域内農用地区域が含ま

れていた場合、当該地を農業振興地域

内農用地区域から除外する必要があり

ますが、その際、農振法の規定に基づ

き、以下の２点のいずれかを満たして

いることが必要とされていると認識し

ております。 

（１） いわゆる地域整備法の定める

計画の用途に供される土地等とするこ

と 

（２） （１）以外で、除外の必要が

生じた場合は、次の要件をすべて満す

こと 

ア 事業計画の必要性、規模の妥当

性、緊急性があり、かつ農用地区

域以外に代替すべき土地がないこ

と 

 県南部においては、自動車・半導体

関連産業を中心に産業集積が進んでお

り、産業団地が不足している状況につ

いては、県としても認識しているとこ

ろです。 

 企業の立地ニーズに迅速に対応し、

さらなる産業集積を促進するために

は、可能な限り条件の良い地域にあら

かじめ一定の面積の産業団地を確保す

ることが重要であり、農業上の土地利

用の調整が計画上整った農地について

も、新産業団地の候補の一つとなり得

るものと考えられます。 

 県としてこうした実情について、機

会を捉えて国に対して説明していきま

す。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

経営企画

部 

Ｂ：１ 



イ 除外により、農用地の集団化、

土地の農業上の効率的かつ総合的

な利用に支障を及ぼすおそれがな

いこと 

ウ 効率的かつ安定的な農業経営を

営む者に対する農地の利用の集積

に支障を及ぼすおそれがないこと 

エ 除外により、農用地区域内の土

地改良施設の有する機能に支障を

及ぼすおそれがないこと 

オ 土地改良事業完了の翌年度から8

年を経過しているものであること 

 （１）及び（２）いずれの場合にお

いても、個別具体的に立地企業の規

模、立地スケジュール、雇用期待従業

員数及び業種等について決定している

必要があると認識しておりますが、事

業者にとっては産業団地造成前にこれ

ら要件を決定することはハードルが高

く、結果的に農業振興地域内農用地区

域からの除外が困難な状況です。 

 つきましては、新たな産業団地の整

備に際し、農業振興地域内農用地区域

からの除外及び農地転用手続きにかか

る基準の緩和について、引き続き国に

要請していただきますよう要望いたし

ます。 

7月19日 ３ いわて花

巻空港の利

用促進に係

る国内路線

網の拡充と

 新型コロナウイルス感染症の影響に

より、国際観光の回復には依然時間を

要すると見込まれますが、訪日外国人

観光客数を2030年までに６千万人に増

加させるという国が掲げる目標を達成

（１）新型コロナウイルス感染症の影

響により、台北線及び上海線ともに運

休が続いていることから、感染症の収

束状況等を見極めながら、早期の運航

再開に向けて航空会社等への働きかけ

県南広域

振興局 

経営企画

部 

Ａ：２ 

Ｂ：３ 



国際定期便

の就航促進

について 

するため、いわて花巻空港をはじめと

した地方空港のさらなる利用促進が重

要でありますことから、感染症収束後

を見据えた取り組みについて、以下の

とおり要望いたします。 

（１）台北及び上海に加えて他のアジ

ア諸国との定期便就航に向け、県が積

極的に取り組まれていることに感謝す

るとともに、今後もそのような取組を

要望いたします。 

（２）ゲートウェイ空港となる、新千

歳空港、関西国際空港、福岡空港等へ

の国際便のさらなる拡充と地方空港へ

スムーズに移動できるような国内線乗

り継ぎを促進させるための施策を講じ

るよう、国に要請していただきますよ

う要望いたします。 

（３）過去に就航実績のある中部国際

空港、関西国際空港、那覇空港といわ

て花巻空港との直通便の復活について

取り組むよう要望いたします。 

（４）いわて花巻空港をはじめとした

地方空港への国際定期便や国際チャー

ター便の更なる誘致促進について国に

働きかけていただくよう要望いたしま

す。 

を行っていきます。そのうえで、国際

線の更なる運航拡大を図るため、チャ

ーター便の実績がある香港等に対して

誘致活動を展開していきます。（Ｂ） 

（２）ゲートウェイ空港への国際便の

拡充要望については、花巻空港におけ

る国際線の運航再開後の状況を踏まえ

ながら判断していきます。 

 ゲートウェイ空港との乗り継ぎにつ

いては、航空乗継利用促進協議会を通

じて、乗継空港における利便性向上等

を国に要望しており、今後も継続して

取り組んでいきます。（Ｂ） 

（３）過去に就航実績のある空港との

直通便の再開については、就航中の名

古屋線（小牧）など既存路線との競合

性や観光需要の見通しなどを踏まえな

がら、必要に応じて航空会社への働き

かけを検討していきます。（Ｂ） 

 なお、過去の実績はないものの、花

巻と関西を結ぶ新たな路線として、神

戸線が令和３年３月28日に就航しまし

た。（Ａ） 

（４）地方空港への国際便の拡充につ

いては、北海道東北地方知事会を通じ

て、地方航空路線の維持・拡充を図る

ために必要な対策を講じるよう提言す

るなどの働きかけを行っており、今後

も引き続き取り組んでいきます。

（Ａ） 

7月19日 ４ ホットタ

ウン湯口の

 当市の西部に位置するホットタウン

湯口の県有未造成地（7.9ｈa）につき

 県有未造成地については、令和３年

度も地元住民に草刈を委託し、害虫等

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ：２ 



利活用につ

いて 

ましては、草刈り等の維持管理に努め

ていると伺っているところであります

が、雑草が繁茂しやすく、山火事の発

生、病害虫の発生源、クマ、キツネな

どの有害鳥獣の出没が増加するなど、

日常生活の安全面に重大な影響を及ぼ

すおそれがあり、地元からも維持管理

の充実や具体な利活用を前提とした対

応を求められているところでありま

す。 

 これらのことから、引き続き日常管

理のご配慮とともに、積極的な利活用

等を促進していただくとともに、岩手

県土地開発公社に対し、分譲中の土地

について、引き続き早期分譲に向けた

販売促進を要請していただきますよう

要望いたします。 

の被害を防止し、当該敷地の環境改善

を進めています。なお、現時点におい

ても県による土地の利活用等が難しい

状況から、引き続き、土地の売却処分

に取り組むこととし、併せて、売却促

進を図るため、現地に立看板を設置す

るとともに、県ホームページを活用し

情報発信を行う予定としております。

（Ｂ） 

 旧住宅供給公社から岩手県土地開発

公社が引き継いだ既造成地内の未分譲

地については、令和２年度は４区画の

分譲が進みました。令和３年度も岩手

県土地開発公社においてキャッシュバ

ック等の分譲キャンペーンを行うとと

もに、花巻市定住推進課と連携して、

今後も販売促進に努めていくと聞いて

おります。（Ｂ） 

7月19日 ５ 広域的な

公共交通の

維持対策に

ついて 

 本市では、平成29年６月に策定した

花巻市地域公共交通網形成計画に基づ

き、まちづくりと連携した「コンパク

ト ・プラス・ネットワーク」の実現に

向けた取組を進めており、その中にお

いて、花巻市立地適正化計画に位置付

けられる拠点間及び近隣市町とを結ぶ

幹線路線バスについては、市民の日常

生活に必要不可欠な広域生活路線とし

て位置付け、行政と事業者が連携し

て、路線維持と利用促進に取り組んで

いるところであります。一方で、モー

タリゼーション、高齢化及び人口減少

等の進行に伴い、バス利用者は年々減

 県では、新型コロナウイルス感染症

の影響を受けている公共交通事業者に

対し、昨年度、感染防止対策に係る補

助金や運行を支援するための交付金の

交付を行ったところであり、今年度に

おいても、運行を支援するための交付

金を６月補正で予算措置し、安全かつ

安定した運行が維持できるよう支援を

行っているところです。 

 また、昨年度、地域内公共交通構築

検討会において、県単補助における新

型コロナウイルス感染症の特例措置を

検討の上、講じたところであり、引き

続き、路線バスの運行を維持するため

県南広域

振興局 
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少傾向にあり、路線維持には財政的援

助が不可欠な状況となっています。 

 さらに、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大によって、バス利用者が昨

年度から著しく減少したことにより、

運行事業者の経営状況は急激に悪化

し、大きな影響を受けております。路

線バスなどの公共交通は、当市のみな

らず、多くの岩手県民にとって必要不

可欠な移動手段であることから、運行

事業者が事業を継続できるよう県と市

が一体となって経営を支援することが

必要な状況となっているのではないか

と考えております。 

 そのような中、県単補助事業であり

ます「地域バス交通支援事業費補助

金」については、平成23年度から指定

被災市町村への特例として、補助要件

の一つである「平均乗車密度が４人以

上」を適用外としていただき、加え

て、令和３年度事業につきましては、

新型コロナウイルス感染症の影響を踏

まえ「平均乗車密度が４人以上」の要

件を適用しない特例措置を講じていた

だくなど、国庫補助事業に準じる形で

特段のご配慮をいただいたところであ

ります。 

 今年度に入り、国では「地域公共交

通確保維持改善事業費補助金交付要

綱」の一部改正（令和３年４月５日改

正）により、東日本大震災の被災地域

における地域間幹線系統に係る地域公

共交通確保維持事業の特例の期間を

の支援のあり方などについて、市町村

と一体となって検討を行っていきま

す。（Ｂ） 

 国庫補助の被災地特例等について

は、令和２年度までとされていた期間

の延長等を国に対して強く働きかけた

結果、被災地特例については、令和７

年度まで延長されるとともに、激変緩

和措置についても、当分の間、継続さ

れることになりました。 

 また、国に対して、「当分の間」と

されている激変緩和措置の令和４年度

以降の継続をはじめ、新型コロナウイ

ルス感染症の影響を踏まえた要件緩和

や減額調整の適用除外の継続等を要望

しているところです。（Ｂ） 

 県単補助については、平均乗車密度

が４人未満の路線においては、一定規

模以上の乗合バスの運行よりも効率的

な運行等が考えられることから、平均

乗車密度４人以上を要件としていま

す。 

 ただし、被災地特例や激変緩和措

置、新型コロナウイルス感染症に伴う

特例といった要件の緩和をこれまで実

施してきており、今後もその時々の社

会情勢や国の特例措置の実施状況等を

踏まえながら、県単補助における特例

措置の継続等について検討していきま

す。（Ｂ） 

 また、県単補助については、県民の

日常生活に必要不可欠な生活交通路線

の維持・確保を図ることを目的として



「平成３２年度までの間」から、「令

和７年度までの間」に延長し、継続し

て被災地への支援を行うこととしたと

ころであります。 

 しかしながら、「地域バス交通等支

援事業費補助金」の特例措置（激変緩

和措置）による補助要件の緩和が令和

７年度まで継続されることは、未定と

されているところです。 

 当市の補助対象路線である大迫石鳥

谷線及び成田線が平均乗車密度の要件

を満たしておらず、補助対象から外れ

ることが懸念されます。大迫石鳥谷線

は、大迫地域からＪＲ東北本線の石鳥

谷駅に接続する重要な路線であり、成

田線は、花巻市内から北上工業団地や

県立工業高校に接続する重要な路線の

ため、両路線とも花巻市民の日常生活

に欠くことができない路線となってお

ります。また、当市の主要観光路線で

ある「湯口線」及び「花巻温泉線」

が、本年７月から減便して運行するな

ど影響が出ていることから、地域公共

交通の維持確保を図るためには、広域

生活路線以外の路線にも財政的な支援

が必要となっております。 

 つきましては 、岩手県民にとって必

要不可欠な公共交通手段である路線バ

ス維持のため、県と市が一体となり運

行事業者の経営支援を行うことを検討

するとともに、国に対しましては、日

常生活に必要不可欠な広域生活路線の

維持のため、特例期間の継続について

います。なお、新型コロナ感染症の影

響を受けている公共交通事業者に対し

て、昨年度と今年度に交付した運行支

援交付金の算定基礎となる車両には、

観光路線で使用する車両も含め、路線

の維持が図られるよう支援を行ったと

ころです。（Ｂ） 

今後も引き続き、市町村が地域の実

情に応じた地域内公共交通の維持・確

保が図られるよう、必要に応じて市町

村とも連携しながら、必要な支援を行

っていきます。 



要請していただき、県におかれまして

は国庫補助事業に準じる形となってお

ります「地域バス交通支援事業費補助

金」の特例期間を恒久的な補助対象期

間としてご検討いただくほか、主要な

観光路線等を補助対象路線とするなど

県独自の新たな財政支援策等について

も併せてご検討いただくよう要望いた

します。 

7月19日 ６ 予約応答

型乗合交通

に係る支援

について 

 本市では、支線路線バス等が運行し

ていない地域の生活交通として、利用

者の需要に応じて運行する予約応答型

乗合交通を導入しており、高齢者や車

を持たない住民などの移動手段の確保

を図っております。 

 今後、高齢化及び人口減少等の進行

に伴う路線バス利用者の減少が見込ま

れることから、現在、予約応答型乗合

交通を導入していない地域について

も、民間事業者が運行する支線路線バ

スの維持が困難になった場合は、順

次、予約応答型乗合交通への転換を図

っていくこととしております。 

 県においては、地域公共交通の維持

確保を図る市町村に対して支援してい

ただいておりますが、地域公共交通活

性化推進事業費補助金による予約応答

型乗合交通に対する補助については、

地域公共交通体系の再編に伴う新たな

運行を開始する実証運行に係る車両借

り上げ費用や乗合システム等の初期導

入費用に対する補助に限定されている

 地域公共交通活性化推進事業費補助

については、持続可能な地域公共交通

体系の構築を図るため、既存の地域公

共交通の見直しに伴うデマンド交通等

の実証運行などを補助対象としている

ものです。 

 また、補助路線代替交通確保維持事

業については、県が支援を行っている

国庫・県単補助路線から転換した代替

交通の確保維持を図るため、広域バス

路線からの転換した代替交通を補助対

象としているものです。 

 なお、市町村の地域内公共交通の維

持・確保については、国庫補助である

地域内フィーダー系統確保維持費補助

の補助要件の緩和や補助上限額の拡大

等を国に要望しているところです。 

 今後も引き続き、市町村が地域の実

情に応じた地域内公共交通の維持・確

保が図られるよう、必要な支援や制度

の見直しを行っていきます。（Ｂ） 
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ため、既に運行を実施している予約応

答型乗合交通の運行費用には活用でき

ない制度となっております。また、地

域バス交通等支援事業費補助金におい

て、令和２年度に新設された補助路線

代替交通確保維持事業では、広域バス

路線からデマンド交通等に転換せざる

を得ない場合の代替交通が補助対象と

なったものの、支線路線バスの代替交

通は補助対象となっていないことか

ら、今後、予約応答型乗合交通への転

換を図っていくなかで財政的負担の増

加が懸念されます。 

 つきましては、予約応答型乗合交通

などにより継続的な地域住民の生活交

通の確保を図る市町村が広く活用でき

る支援制度となるよう、制度の見直し

について検討いただきますよう要望い

たします。 

7月19日 ７ （仮称）

花巻ＰＡス

マートイン

ターチェン

ジ整備への

支援につい

て 

 当市では、東北縦貫自動車道や東北

横断自動車道釜石秋田線などの高速交

通網の恩恵を最大限に活かし、地域内

外の産業拠点や救急医療施設との高速

道路による有機的連携を図るため、東

北縦貫自動車道花巻ＰＡへのスマート

インターチェンジの整備を進め、令和

元年９月27日に国土交通省による新規

事業化の決定を受け、関係機関と基本

協定等の締結を行ってきたところであ

ります。 

花巻ＰＡに近接する北上工業団地で

は、「キオクシア（旧東芝メモリ）」

 スマートインターチェンジは、高速

道路の利便性が向上することに加え、

物流の効率化、医療機関へのアクセス

向上、観光振興などの面で地域に多様

な効果をもたらす事業であるととも

に、既存の道路ストックを「賢く使

う」という点においても、有効な施策

であると認識しており、令和３年６月

17日に行った令和４年度政府予算提

言・要望等において、整備を推進する

ための必要な予算を確保するよう国に

要望したところです。 

県南広域
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が令和元年10月に新工場を完成させ、

量産開始を見込むほか、同団地の拡張

が予定されるなど、将来的にも当該地

域周辺からの製造品搬送のための高速

道路の利用増加が見込まれます。 

 こうした物流の急激な増加に対応す

るため、早急に北上工業団地立地企業

などの高速道路へのアクセス向上によ

る利便性を高めることが非常に重要で

あります。 

 また、市では、この（仮称）花巻Ｐ

Ａスマートインターチェンジと国道４

号花巻東バイパス南口を結ぶための市

道「山の神諏訪線」を整備中であり、

あわせて周辺を企業立地の候補地とし

て活用を検討しているところです。 

 つきましては、このスマートインタ

ーチェンジについて、早期の完成に向

けた確実な予算確保を国へ要請してい

ただきますとともに、県道花巻和賀線

と連結するためのアクセス道路の整備

に向けて特段のご配慮をいただきます

よう要望いたします。 

 また、（仮称）花巻ＰＡスマートＩ

Ｃは令和元年９月20日に連結が許可さ

れ、令和２年３月31日には事業の実施

に関する基本協定及び工事細目協定を

締結したところであり、県道花巻和賀

線へのアクセス道路については、令和

３年度は道路詳細設計を進めてきまし

た。 

今後とも地域の御協力をいただきな

がら、早期供用に向け、整備推進に努

めていきます。（Ａ） 

7月19日 ８ 「山の神

地区交差点

改良」及び

「国道４号

北上花巻道

路」の早期

完成につい

て 

 国道４号山の神地内の花巻東バイパ

ス南口から北上市村崎野地内までの約

３ｋｍ区間については、２車線である

ためボトルネックとなっており、慢性

的渋滞や交通事故も多い状況にありま

す。 

 また、周辺にある北上市の工業団地

では「キオクシア（旧東芝メモリ）」

が令和元年10月に新工場を完成させ、

 県では、内陸部における物流の円滑

化や地域間の交流・連携を促進し、快

適・安全な生活を支える道路として、

一般国道４号の整備の重要性を認識し

ており、令和３年６月17日に行った令

和４年度政府予算提言・要望におい

て、一般国道４号の整備促進について

国に要望したところですが、引き続き

国へ働きかけていきます。（Ｂ） 

県南広域
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今後、量産開始や関連企業の進出が見

込まれております。 

 このため、国道４号の渋滞は、ここ

数年の間にも、更に深刻化することが

予想されているところであります。 

 こうした中、令和元年度に終点部分

花巻市側の「山の神地区交差点改良」

が、令和２年度に「国道４号北上花巻

道路」が新規事業化され、「山の神地

区交差点改良」につきましては令和２

年度に工事着手し、今年度は工事も最

終段階になると伺っております。ま

た、「国道４号北上花巻道路」につき

ましては今年度より飯豊地区の既設構

造物撤去に着手すると伺っており、事

業の進捗が図られ、今後、県南地域の

産業振興や物流の効率化に大きく寄与

することが期待されるところでありま

す。 

 つきましては、「山の神地区交差点

改良」及び「国道４号北上花巻道路」

の早期完成について、国に要請してい

ただきますよう強く要望いたします。 

 また、山の神地区交差点について

は、国道、県道及び市道が近接してい

るため、一体的に改良を実施する必要

があることから、県管理区域の工事を

国に委託して工事を進め、令和４年２

月に完成しました。（Ａ） 

7月19日 ９ 主要地方

道の整備に

ついて 

（１）主要地

方道花巻大

曲線の整備

促進につい

て  

 本路線は、岩手県内陸部と秋田県内

陸部を接続する広域的な重要路線であ

り、県内においては、西和賀地域か

ら、いわて花巻空港、東北新幹線、東

北縦貫自動車道等の高速交通施設への

アクセス道路や、観光地域へ直結する

観光ルートとして、産業・経済の発展

や文化の交流促進などの効果が期待さ

れています。  

 主要地方道花巻大曲線小倉山（おぐ

らやま）の２工区の約2.4km区間につい

ては、平成19年度に900mを供用開始し

ました。 

 未供用の残る約1.5㎞については、令

和元年11月に４号トンネル西側の橋梁

が概成し、令和２年３月には４号トン

ネル築造工事を契約したところであ

り、令和３年度はトンネル築造工事を

県南広域
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 また、当市と西和賀町を最短距離で

結ぶだけではなく、西和賀町沢内地内

においては、花巻市内の病院への通院

路線として利用する重要な道路であり

ます。 

 しかしながら、本路線は、未だ冬期

間においては通行止めとなることか

ら、迂回を余儀なくされており、一日

も早い通年での通行確保が望まれてい

るところであります。また、平成30年

４月に未改良区間の沢内川舟地内にお

いて道路わきから土砂崩落が発生し、

さらに同年10月には別の個所において

も新たな崩落が確認されました。昨年

11月に通行止めは解除されたものの、

冬期間の通行止めを含めた約２年間、

地域住民にとって多様な役割を果たす

道路が寸断されたことは、事業が進め

られている道路改良整備の重要性、緊

急性を改めて認識しております。 

 交流・連携及び防災・減災に資する

重要な路線としての機能が十分に発揮

されるためには、未改良区間の小倉山

の２工区４号トンネルの開通が不可欠

であることから、早期の完成が強く求

められております。こうした中、令和

元年の岩手県議会９月定例会におい

て、４号トンネルを含む未改良区間の

工事について補正予算が可決され、そ

の後、令和２年の３月議会において令

和４年度までの４ヵ年にわたる工事契

約の議決がなされ、本契約の締結とな

りました。令和２年度から本格的に工

進めてきました。今後とも地域の御協

力をいただきながら、早期供用に向

け、整備推進に努めていきます。（Ａ) 

 一方、西鉛地区から旧野外活動セン

ターまでの区間の整備については、早

期の整備は難しい状況ですが、今後の

交通量の推移や公共事業予算の動向等

を見極めながら総合的に判断していき

ます。（Ｃ) 



事着手しているところであり、11月に

はトンネル築造工事の安全祈願祭が挙

行され掘削工事が開始されるなど、工

事は着実に進捗していると伺ってお

り、本路線の全線開通に向け大きく前

進している状況にあります。 

 つきましては、未改良区間の早期完

成に向けた確実な予算の確保が必要で

ありますので、特段のご高配を賜りま

すよう強く要望いたします。 

7月19日 ９ 主要地方

道の整備に

ついて 

（２）主要地

方道盛岡和

賀線の歩道

整備促進に

ついて 

 本路線は、盛岡市と北上市を結ぶ幹

線道路であり、また国道４号を補完す

るルートとして、地域間の交流、連携

及び産業経済の活性化を支える重要な

役割を担っております。近年、本路線

の交通量は大幅に増大し、特に、大型

車両の増加が著しく、沿線には人家や

振興センターなどの公共施設があり、

小中学生の通学路となっております。 

 北湯口地区と大瀬川地区においては

歩道が未整備となっており、子供や高

齢者の歩行が危険な状況であり、歩行

者の安全対策が重要な課題となってお

ります。 

 つきましては、北湯口地区の1,404ｍ

と大瀬川地区の532ｍの歩道整備促進に

ついて要望いたします。 

 御要望の箇所については、令和４年

度、北湯口地区で用地測量、大瀬川地

区で一部工事着手する予定であり、引

き続き整備を推進していきます。

（Ａ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ａ：１ 

7月19日 ９ 主要地方

道の整備に

ついて 

（３）主要地

方道北上東

 本路線は、東和地域と北上市更木地

区を結ぶ重要な幹線路線であり、ま

た、岩手県立中部病院へのアクセス道

路として、救急搬送や通院路線となっ

ていることから、安全で速やかな走行

 主要地方道北上東和線の更なる改良

整備については、早期の整備は難しい

状況ですが、今後の交通量の推移や公

共事業予算の動向等を見極めながら総

合的に判断していきます。（Ｃ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ｃ：１ 



和線の整備

促進につい

て 

が求められ、東和地域のみならず大迫

地域や遠野市等からの搬送時間の短縮

が期待されます。しかしながら、当該

路線におい て、曲折、急勾配、幅員

の狭小箇所など未だ整備を要する区間

が存在し、安全、安心な道路交通を確

保する上で重要な課題となっておりま

す。 

 つきましては、道路利用者の安全確

保のため、これら危険個所の改良整備

促進について要望いたします。 

7月19日 10 一般県道

の整備促進

について 

（１）一般県

道花巻田瀬

線の整備促

進について 

 本路線は、東和町田瀬地区と矢沢地

区を結ぶ路線で、奥州市や遠野市、一

関市東部から花巻・盛岡方面へ向かう

利用者も多く、重要な路線となってお

ります。また、周辺にある田瀬ダムで

は、毎年各種イベントのほか全国規模

のボート大会が開催されるなど、観光

やレジャーでの通行量が増大しており

ます。 

 しかしながら、谷内峠付近は曲折、

急勾配など未だ整備を要する区間が存

在し、安全、安心な道路交通を確保す

る上で重要な課題となっております。 

 つきましては、道路利用者の安全確

保のため、これら危険箇所の改良整備

促進について要望いたします。 

 一般県道花巻田瀬線谷内峠付近の更

なる改良整備については、早期の整備

は難しい状況ですが、今後の交通量の

推移や公共事業予算の動向等を見極め

ながら総合的に判断していきます。

（Ｃ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ｃ：１ 

7月19日 10 一般県道

の整備促進

について 

（２）一般県

道下宮守田

 本路線は、国道107号と国道283号を

結び、東和町田瀬地区から隣接する遠

野市宮守町、奥州市江刺区に通じる幹

線道路であり、また、沿線には田瀬ダ

ム、田瀬釣り公園、オートキャンプ場

 一般県道下宮守田瀬線の御要望の区

間については、早期の整備は難しい状

況ですが、今後の交通量の推移や公共

事業予算の動向等を見極めながら総合

的に判断していきます。（Ⅽ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ｃ：１ 



瀬線の整備

促進につい

て 

などが立地しており、毎年、各種イベ

ントが開催されているところでありま

す。特に、田瀬ダムでは全国規模のボ

ート大会が開催されるなど、観光やレ

ジャーでの交通量が増大してきてお

り、観光振興を支援する重要な路線と

なっております。 

 しかしながら、田瀬ダム堰堤付近

は、曲折、幅員の狭小箇所など整備を

要する区間が存在し、安全、安心な道

路交通を確保する上で重要な課題とな

っております。 

 つきましては、道路利用者の安全確

保のため、田瀬ダム堰堤から西側約600

ｍと東側1,300ｍの改良整備促進につい

て要望いたします。 

 なお、安全、安心な道路交通を確保

するため、同路線の花巻市田瀬地区に

ついては、法面の落石対策等を実施す

ることとしており、令和２年度に測量

調査が完了し、令和４年度は法面の設

計に着手する予定です。 

7月19日 10 一般県道

の整備促進

について 

（３）一般県

道石鳥谷大

迫線の歩道

整備促進に

ついて 

 本路線は、国道４号と大迫地域を結

び、地域の交流や連携及び産業経済の

活性化を支える重要な路線でありま

す。また、朝夕の通勤通学時間帯に主

要道路を迂回する車両、特に大型車両

による交通量が増大傾向にあります。

沿線には人家が多く、近隣には保育園

や小学校、県立高校が位置するなど、

通勤通学路として利用されております

ことから、歩行者等の交通安全対策が

重要な課題となっております。 

 つきましては、道路利用者の安全確

保のため、歩道整備について早期着手

されるよう要望いたします。 

 歩道整備については、県内各地から

多くの要望があり、必要性、緊急性等

を考慮しながら整備を進めている状況

です。 

 御要望の箇所については、早期の事

業化は難しい状況ですが、交通量の推

移や公共事業予算の動向等を見極めな

がら総合的に判断していきます。

（Ｃ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ｃ：１ 



7月19日 10 一般県道

の整備促進

について 

（４）一般県

道花巻停車

場花巻温泉

郷線の延伸

整備につい

て 

 本路線は、花巻駅を起点とし、台温

泉までの延長約10㎞の道路であり、花

巻温泉郷を訪れる多くの観光客が利用

しております。台温泉は、温泉旅館、

自炊旅館、日帰り温泉が点在する歴史

ある温泉街で、その利用者は宿泊客、

日帰り客合わせて年間約44,000人にも

なります。台温泉利用客や周辺住民に

とっては本路線以外にアクセス道路が

無く、観光面のみならず、生活道路と

しても非常に重要な道路となっており

ます。 

 しかしながら、本路線は、急峻な自

然斜面に囲まれ、並行して台川が流

れ、上流には台川ダムがあります。そ

のため、近年、全国的に頻発している

集中豪雨などが発生した場合、斜面崩

壊や地滑り、洪水や土砂の氾濫、流木

の集積などにより道路が寸断されるこ

とが懸念されております。さらに、当

該地区には迂回路がないことから、こ

のような災害時においては、台温泉利

用客や周辺住民の孤立化が危惧されて

おります。 

 つきましては、災害に強い広域道路

ネットワークの構築のため、本路線を

主要地方道花巻大曲線まで延伸整備し

ていただきますよう要望いたします。 

 御要望の区間は、平成27年度に一般

県道花巻停車場線と一般県道花巻温泉

郷線の２路線を統合し、一般県道花巻

停車場花巻温泉郷線として新規路線認

定する際に、道路の現状が無いことか

ら除外した区間であり、周辺地域にお

ける大きな環境の変化が見受けられな

いことや、地形が厳しく、整備には多

額の事業費が見込まれること等から、

早期の整備は難しい状況です。（Ｃ) 

県南広域

振興局 

土木部 Ｃ：１ 

7月19日 11 自転車道

の整備促進

及び舗装補

修について 

 自転車は、近年、全国的なサイクリ

ングブームにより、住民の健康増進や

観光振興、環境への負荷軽減等にも貢

 一般県道遠野東和自転車道線につい

ては、平成４年度に事業着手し、延長

約30kmのち、約27kmを平成17年度まで

に供用しています。 

県南広域

振興局 

土木部 Ｃ：１ 



献する乗り物として、その価値が改め

て見直されております。 

 当市においても、県の地域経営推進

費を活用したサイクルツアーモデル事

業の実施や「自転車を活用したまちづ

くりを推進する全国市区町村長の会」

に加入し、情報交換を行いながら自転

車文化の普及促進を図っているところ

でありますが、更なる自転車活用を図

るため下記のとおり要望いたします。 

 

一般県道遠野東和自転車道線の整備促

進について 

 本路線は、遠野市土淵町伝承園から

宮守町を経由し、花巻市東和町田瀬に

至る延長29.8kmで計画された自転車道

であり、平成12年４月の一部共用開始

以降、サイクリングや散策等に利用さ

れておりますが、柏木平地区から田瀬

地区への一部区間が未整備となってお

ります。 

 つきましては、遠野市宮守町柏木平

から花巻市東和町田瀬までの3.3km（遠

野市宮守町分2.5km、花巻市東和町分

0.8km）の未整備区間について、早期の

整備再開を要望いたします。 

 御要望の箇所については、地形が急

峻で、事業費が大きいと見込まれ、整

備は困難な状況ですが、整備済み区間

の利用者の推移や公共事業予算の動向

等を見極めながら、総合的に検討して

いきます。（Ｃ) 

7月19日 12 北上川の

河川改修に

ついて 

（１）北上川

新堀地区築

堤整備事業

 平成14年７月に発生した大雨災害

は、市内全域で168戸が床上、床下浸水

するなどの大きな被害をもたらしまし

た。 

 その後、国土交通省のご尽力によ

り、北上川右岸の石鳥谷築堤工事が完

 無堤区間が多い北上川中流部（紫波

町～奥州市）においては、平成14年７

月洪水及び平成19年９月洪水に伴い、

家屋の床上浸水等の甚大な被害を受け

ています。 

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ：１ 



の早期着手

について 

成するなど、市内における改修事業が

着実に推進されていることに対し、深

く感謝いたしております。 

 しかしながら、平成19年９月の大雨

災害では、家屋の床上・床下浸水のほ

か、農地が冠水するなど甚大な被害が

発生し、平成29年９月の大雨による洪

水でも農地冠水が発生するなど、近

年、被害が頻発する中、市内には未だ

無堤区間が多く残っており、降雨期の

増水による河岸決壊や無堤箇所での浸

水が懸念されております。 

 本市のハザードマップによると、想

定最大規模降雨（Ｌ２）による洪水が

発生した場合、石鳥谷地域東側の多く

の居住地が浸水想定区域に含まれてお

り、新堀地区及び八重畑地区の想定避

難者数は約1,800人にのぼります。ま

た、計画規模降雨（Ｌ１）による洪水

の場合においても約1,300人の避難者が

想定されており、指定緊急避難場所で

ある石鳥谷東部土地改良区、八重畑振

興センターのほかに指定避難所である

八重畑小学校を開放しても収容しきれ

ず、地域住民に大きな不安を与えてい

る状況にあります。 

 つきましては、住民に対し安全で安

心な地域づくりのため、国に対し、河

川改修事業の促進を要請していただき

ますよう要望いたします。 

（１）北上川新堀地区築堤整備事業の

早期着手について 

 国では、北上川中流部治水対策事業

として、家屋浸水被害が発生した無堤

地区等の整備を重点的に実施してお

り、「新堀地区」については、洪水被

害の状況、今後の土地利用状況や他地

区の整備状況等を総合的に勘案しつ

つ、実施時期を検討すると聞いていま

す。 

 北上川の治水対策は県としても重要

な課題であり、国に対し整備促進の要

望を行っていきます。（Ｂ） 



 一級河川北上川の石鳥谷大橋から上

下流の左岸約3.0ｋｍ区間について、輪

中堤防整備事業着手を国へ要請してい

ただきますよう要望いたします。 

7月19日 12 北上川の

河川改修に

ついて 

（２）北上川

八重畑地区

築堤整備事

業の早期着

手について 

（２）北上川八重畑地区築堤整備事業

の早期着手について 

 一級河川北上川の東雲(しののめ)橋

付近から下流の左岸約2.6km区間につい

て、輪中堤防整備事業着手を国へ要請

していただきますよう要望いたしま

す。 

 無堤区間が多い北上川中流部（紫波

町～奥州市）においては、平成14年７

月洪水及び平成19年９月洪水に伴い、

家屋の床上浸水等の甚大な被害を受け

ています。 

 国では、北上川中流部治水対策事業

として、家屋浸水被害が発生した無堤

地区等の整備を重点的に実施してお

り、「八重畑地区」については、洪水

被害の状況、今後の土地利用状況や他

地区の整備状況等を総合的に勘案しつ

つ、実施時期を検討すると聞いていま

す。 

 北上川の治水対策は県としても重要

な課題であり、国に対し整備促進の要

望を行っていきます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ：１ 

7月19日 12 北上川の

河川改修に

ついて 

（３）北上川

八幡地区築

堤整備事業

の早期着手

について 

（３）北上川八幡地区築堤整備事業の

早期着手について 

 一級河川北上川の井戸(いど)向(むか

い)橋付近から下流の右岸約3.0㎞区間

について、早期の堤防整備を国へ要請

していただきますよう要望いたしま

す。 

 無堤区間が多い北上川中流部（紫波

町～奥州市）においては、平成14年７

月洪水及び平成19年９月洪水に伴い、

家屋の床上浸水等の甚大な被害を受け

ています。 

 国では、北上川中流部治水対策事業

として、家屋浸水被害が発生した無堤

地区等の整備を重点的に実施してお

り、「八幡地区」の上流部において

は、平成23年度に家屋浸水被害対策と

して輪中堤の整備が完了しておりま

す。また、「八幡地区」の下流部につ

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ：１ 



いては、洪水被害の状況、今後の土地

利用の状況や他地区の整備状況等を総

合的に勘案しつつ、実施時期を検討す

ると聞いています。 

 北上川の治水対策は県としても重要

な課題であり、国に対し整備促進の要

望を行っていきます。（Ｂ） 

7月19日 12 北上川の

河川改修に

ついて 

（４）北上川

宮野目地区

築堤整備事

業の早期着

手について 

（４）北上川宮野目地区築堤整備事業

の早期着手について 

 一級河川北上川の東北横断自動車道

釜石秋田線北上川橋付近から下流の右

岸約2.0㎞区間について、早期の堤防整

備を国へ要請していただきますよう要

望いたします。 

 無堤区間が多い北上川中流部（紫波

町～奥州市）においては、平成14年７

月洪水及び平成19年９月洪水に伴い、

家屋の床上浸水等の甚大な被害を受け

ています。 

 国では、北上川中流部治水対策事業

として、家屋浸水被害が発生した無堤

地区等の整備を重点的に実施してお

り、当該「宮野目地区」については、

洪水被害の状況、今後の土地利用状況

や他地区の整備状況等を総合的に勘案

しつつ、実施時期を検討すると聞いて

います。 

 北上川の治水対策は県としても重要

な課題であり、国に対し整備促進の要

望を行っていきます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ：１ 

7月19日 12 北上川の

河川改修に

ついて 

（５）北上川

外台地区築

堤の延伸促

進について 

（５）北上川外台地区築堤の延伸促進

について 

 一級河川北上川と一級河川豊沢川と

の合流点より下流右岸側は、平成15年

度事業において延長600ｍの堤防が整備

されましたが、その下流側は、現在も

無堤防区間となっていることから、さ

らに約1.2㎞の堤防整備を国へ要請して

いただきますよう要望いたします。 

 無堤区間が多い北上川中流部（紫波

町～奥州市）においては、平成14年７

月洪水及び平成19年９月洪水に伴い、

家屋の床上浸水等の甚大な被害を受け

ています。 

 国では、北上川中流部治水対策事業

として、家屋浸水被害が発生した無堤

地区等の整備を重点的に実施してお

り、「外台地区」については、洪水被

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ：１ 



害の状況、今後の土地利用状況や他地

区の整備状況等を総合的に勘案しつ

つ、対応を検討すると聞いています。 

 北上川の治水対策は県としても重要

な課題であり、国に対し整備促進の要

望を行っていきます。（Ｂ） 

7月19日 12 北上川の

河川改修に

ついて 

（６）北上川

の花巻堤防

の強化につ

いて 

（６）北上川の花巻堤防の強化につい

て 

 堤内地が、住宅、商店、事務所等が

密集している中心市街地となっている

一級河川北上川の朝日橋付近右岸側の

堤防について、河川整備基本方針で計

画している規模の洪水に耐え得る堤防

として、さらなる強化を講じるよう国

へ要請していただきますよう要望いた

します。 

 花巻堤防については、既に完成形で

整備されており、かつ、「堤防浸透に

関する詳細点検結果」では、安全性は

基準値以上となっていることから、今

後、堤防整備はないと聞いています。 

今後も、平常時から河川巡視等によ

る監視、また、洪水時の河川巡視、変

状等確認された場合の応急対応等、適

切な河川管理に努めていくと聞いてお

ります。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ：１ 

7月19日 13 北上川水

系猿ヶ石川

の東和町地

内の河川改

修の促進に

ついて 

 猿ヶ石川右岸の東和町安俵地区と同

左岸の南成島地区は無堤坊地区であ

り、近年、多発するゲリラ豪雨により

河川への出水が頻発し、支流中小河川

との合流点においては水位が上昇し農

地等の冠水被害が発生しております。

また、天然河岸のため浸食も著しいこ

とから、築堤等の整備が必要な状況に

あります。 

 つきましては、矢崎橋付近から上流

右岸約1.0ｋｍ、及び毘沙門橋付近から

上流左岸約0.5ｋｍの無堤坊区間につい

て、早期の築堤整備計画及び事業着手

について、国へ要請していただきます

よう要望いたします。 

 無堤区間が多い北上川中流部（紫波

町～奥州市）においては、平成14年7月

洪水及び平成19年9月洪水に伴い、家屋

の床上浸水等の甚大な被害を受けてい

ます。 

 国では北上川中流部治水対策事業と

して、家屋浸水被害が発生した無堤区

間等の整備を重点的に実施しており、

当該「猿ヶ石川の東和町地内（安俵地

区、南成島地区）」については、洪水

被害の状況、今後の土地利用状況、他

地区の整備状況を総合的に勘案しつ

つ、対応を検討すると聞いています。 

 県としても治水対策は重要な課題で

あり、国に対し整備促進の要望を行っ

ていきます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 
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7月19日 14 県管理河

川の改修整

備促進につ

いて 

（１）滝川の

河川改修整

備の早期着

手について 

 近年の台風や豪雨を原因とする家屋

の床上・床下浸水や農地の冠水などの

被害については、地域住民が大きな不

安を抱えているほか、災害に強い河川

への改修を求める要望が多く寄せられ

ているところであります。 

 突発的、多発的に発生する浸水被害

を軽減するためには、築堤工事や護岸

整備といった中長期的な事業のほか、

樹木伐採や河道掘削等、それぞれの地

域に即した緊急的な対策が必要であ

り、当市においても河道内の樹木伐

採、河道掘削等を実施していただいて

いることに深く感謝しております。 

 引き続き、河川の氾濫や浸水等によ

る被害を未然に防止し、災害に強いま

ちづくりを推進するため、県管理河川

の改修整備促進について要望いたしま

す。 

（１）滝川の河川改修整備の早期着手

について 

 東和町砂子地区を流れる一級河川滝

川は、北上川水系毒沢川の支流であ

り、毒沢川合流部からの約1.1kmは河川

改修が終了しているものの、上流部の

1.7km区間は未改修のため出水により河

岸が被災し、部分的・点在的に災害復

旧事業で被災箇所を復旧している状況

です。また、近年の局地的な豪雨によ

る出水時は河川断面が小さいことか

ら、溢水して農地に冠水被害を及ぼす

など河川改修整備が必要であります。 

 県内の河川改修事業については、近

年の洪水により家屋の浸水被害が発生

した箇所を優先的に進めています。御

要望の箇所については、平成29年9月洪

水において田畑の浸水被害があったも

のの、家屋の浸水被害がなかったこと

から、周辺の土地利用状況やほ場整備

事業の計画内容も踏まえて、県全体の

治水対策の中で緊急性、重要性を勘案

しながら事業化について検討していき

ます。 

 また、河川巡視等により河川の状況

把握を行い、緊急性などを考慮しなが

ら河道掘削や立ち木伐採を計画的に実

施し、今後とも適切な維持管理に努め

てまいります。（Ｃ） 

県南広域
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 つきましては、未改修区間の河川改

修整備について、早期に計画に掲載し

事業着手されるよう要望いたします。 

7月19日 14 県管理河

川の改修整

備促進につ

いて 

（２）県管

理河川にお

ける河道内

の樹木伐

採・河道掘

削について 

（２）県管理河川における河道内の樹

木伐採・河道掘削について 

 県管理河川における河道内の樹木伐

採・河道掘削の必要な箇所について、

引き続き事業を実施し、河道内の断面

不足の解消を速やかに講じるよう要望

いたします。 

 河道掘削及び立ち木伐採については

年次計画を策定の上、緊急性や重要性

を勘案しながら計画的・継続的に取り

組んできたところです。 

 平成30年度から国が進めている「防

災・減災、国土強靭化のための３か年

緊急対策」による国費も活用しながら

進捗を図っています。 

 令和元年度は当管内においても豊沢

川はじめ３河川で実施したところであ

り、 令和２年度は稗貫川はじめ５河川

において実施しています。 

今年度は豊沢川はじめ５河川で河道

掘削及び立ち木伐採を実施していま

す。 

 これからも現地の状況を確認しなが

ら、河川の適切な維持管理に努めてま

いります。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

土木部 Ｂ：１ 

7月19日 15 在宅超重

症児（者）

等短期入所

受入体制支

援事業にお

ける対象者

拡充につい

て 

医療的ケアを必要とする在宅の重症

児（者）とその家族を支援するため

「岩手県在宅超重症児（者）等短期入

所受入体制支援事業」が平成29年10月

１日から始まり、当市においても「花

巻市在宅超重症児（者）等短期入所受

入体制支援事業実施要綱」を定め支援

体制を整備したところであります。  

当該事業は県の実施要綱第２の別表第

１における判定スコアの合計が25点以

上の場合を超重症児（者）、10点以上

「岩手県在宅超重症児（者）等短期

入所受入体制支援事業」は、超重症児

（者）等を対象とした障害福祉サービ

スの介護給付費と入院時における診療

報酬との差が大きいことから、この差

に相当する金額を市町村を通じて事業

所に補助することにより、特に濃密な

医療的ケアが必要な超重症児（者）等

の在宅でのケア負担の軽減を図ること

を目的に創設した事業です。 
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25点未満の場合を準超重症児（者）と

定義し、短期入所支援に係る事業所へ

の補助金を県と市町村がそれぞれ１／

２を負担するものですが、判定スコア

が10点未満でも経管栄養や胃ろう、吸

引、導尿などの医療的ケアが必要な障

がい児（者）に関しても、家族の負担

感は変わらないにも関わらず、当該事

業の該当から除外されております。ま

た知的障がいと身体障がいを併せもつ

「重症心身障がい児」に関しても、当

該事業の該当から除外されている状況

でありますが、介護の負担が大きい

「重症心身障がい児」も本制度の対象

とし、障がい児全体の短期入所の受入

体制の充実が図られるよう要望いたし

ます。 

 一方で、超重症児（者）等の判定ス

コアに及ばない医療的ケア児の診療報

酬については、重症児受入体制加算の

対象外となり、介護給付費と比較して

差が小さいと考えられるため、差額相

当額の上乗せによる事業所への経済的

なインセンティヴを通じた短期入所受

入の促進という制度の主旨から、対象

者の拡大についてはなお慎重な検討が

必要であると考えます。 

 また、重症心身障がい児について

は、医療的ケアを要しない場合、介護

給付費と診療報酬との差が生じないた

め、本事業の趣旨から同様に対象とす

ることには、慎重な検討が必要である

と考えます。 

 なお、県では、医療的ケア児の短期

入所に対応できる受入施設を拡大する

ため、国に対し、障害福祉サービスの

報酬単価を入院時の診療報酬単価相当

額に引き上げるよう併せて、重症心身

障がい児を受け入れる施設に対する報

酬を引き上げるよう要望を行ってお

り、令和３年度の報酬改定では、短期

入所事業所が医療的ケア児等の受入れ

体制を強化した場合に報酬上評価する

などの措置が講じられているところで

す。 

 今後とも、医療的ケア児等の短期入

所の受入体制の充実が着実に図られる

よう、引き続き国に対し、報酬単価の

引上げについて要望していきます。 



 また、県では引き続き、医療的ケア

児等とその家族や、医療機関、施設・

事業所等の実態把握に努め、具体的な

支援方策を検討していきます。（Ｃ） 

7月19日 16 65歳以上

の高齢障が

い者が障害

福祉サービ

スに相当す

る介護保険

サービスを

利用する場

合の利用者

負担軽減に

ついて 

 改正障害者総合支援法施行に伴い、

同法施行令及び同法施行規則が平成30

年４月１日に改正され、65歳に至るま

で長期間にわたり障がい福祉サービス

を利用してきた高齢障がい者に対し、

介護保険サービスの利用者負担を軽減

（償還）する仕組み（新高額障害福祉

サービス等給付費）が創設されました

が、その対象者の要件は、次の全ての

要件を満たすものとされています。 

１ 65歳前５年間引き続き障がい福祉

サービスを利用 

２ 障がい福祉サービス相当の介護保

険サービスを利用 

３ 障がい支援区分２以上であった 

４ 非課税世帯・生活保護世帯 

５ 65歳前に介護保険サービスを利用

していない 

しかし、上記要件をすべて満たす高

齢障がい者は一部に限られ、介護保険

サービスの利用者負担が新たに生じる

ことから、障がい福祉サービスから介

護保険サービスへの円滑な移行が困難

となっています。 

つきましては、全ての高齢障がい者

が介護保険サービスに移行するにあた

り利用者負担が軽減されるよう国へ要

 本県において、令和元年5月に新高額

障害福祉サービス等給付費に係る市町

村の運用状況を調査したところ、制度

対象者の把握に至っていない市町村が

あったことから、令和元年６月に各市

町村に対して、制度の周知等について

通知するとともに、岩手県介護支援専

門員協会に対して、対象者の利用申請

への協力を依頼しております。 

 本制度については、高齢障がい者の

障がい福祉サービスから介護サービス

への円滑な移行を目的とするものです

が、一方で、介護保険サービスを利用

する一般高齢者との公平性等に留意す

る必要がありますので、市町村や関係

団体等の意見も参考にしながら、制度

改正について国への働きかけを検討し

ていきたいと考えています。(Ｂ） 
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請していただきますよう要望いたしま

す。 

7月19日 17 地域生活

支援拠点等

の整備につ

いて 

 国においては、令和2年に「障害福祉

サービス等及び障害児通所支援等の円

滑な実施を確保するための基本的な指

針」を改定し、令和５年度末までの

間、障がい者の高齢化・重度化・家族

支援が受けられなくなった場合を見据

え、障がい児・者の地域生活支援を推

進する「地域生活支援拠点等」につい

て、各市町村又は圏域に少なくとも一

つ以上確保しつつ、その機能の充実の

ため、年1回以上運用状況を検証及び検

討することを義務付けております。 

 しかし、令和２年４月時点での地域

生活支援拠点等の全国の整備状況は、

全国自治体数1,741市町村に対し、469

市町村で整備され、整備率は26.4％と

低い状況にあります。 

この背景には、サービス機能の連携

強化や新たな支援体制の構築が必要か

つ重要であるにもかかわらず、それら

を推進するための人的経費や整備にか

かる財源が確保されていないことが大

きな要因となっています。当市におい

ては、国の指針に基づき地域生活支援

拠点等の体制整備を進め、令和３年度

中に緊急時の受入れ体制を整え、事業

を開始する予定としております。 

当市の令和３年度の地域生活支援拠

点に係る予算措置は、39,568千円であ

り、特定財源として国県の補助金を見

 県では岩手県障がい者プランにおい

て、障がい者一人ひとりが、地域の人

たちと支え合う仲間として、いきいき

と暮らすことができるよう障がい者が

安心して生活できる環境の整備を進め

ることとしており、地域生活支援の機

能をさらに強化する地域生活拠点の整

備は重要と考えています。 

 緊急一時的な宿泊等に係る居室確保

や、相談体制の整備に係る経費につい

ては、国の地域生活支援事業のうち

「地域移行のための安心生活支援」の

活用が可能とされていることから、県

では、地域生活支援事業を活用した支

援の充実が図られるよう、その十分な

財政措置について令和３年６月に厚生

労働省に要望を行ったところであり、

今後も機会を捉えて国に対して要望し

ていきます。（Ｂ） 

 また、県では、地域生活支援拠点の

整備に向け、市町村への情報提供のほ

か、新たに地域生活支援拠点として施

設を整備する法人に対しては、国庫補

助を活用し施設整備補助を行うことと

しており、今後も整備促進に向けた支

援に努めて参ります。(Ｂ) 
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込んでいるものの運営経費のほとんど

が一般財源等の市の財源となっており

ます。 

 整備の推進と今後の運営に係る財源

としては、国の地域生活支援事業の

「地域移行のための安心生活支援」の

活用が可能となっておりますが、その

対象は緊急時や体験のための居室確保

や地域生活移行のためのコーディネー

ターの配置に限られており、運営に係

る人件費、緊急時の受け入れに係る体

制整備のための経費、管理や運営のた

めのシステム構築費等は対象になって

おりません。また、補助対象経費の１/

２以内の補助となっておりますが、昨

年度は圧縮率55.5％と国の予算内での

交付となるため、満額支給されていま

せん。加えて、地域生活支援拠点等の

機能の一つである「相談支援」につい

ては、今まで基幹相談支援センターを

中心として市内７か所の相談支援事業

所との連携により支援してまいりまし

たが、増加する相談業務に対応するた

めに、人的経費の他、多くの経費を投

入し現在に至っている状況であり、国

の支援として普通交付税措置されてい

るとはいえ、支出が増大する中で現状

において用意されている補助金のみで

は、今後の地域生活支援拠点等の持続

的な運営に支障をきたすことも予想さ

れます。  つきましては、今後、家族

支援が受けられなくなった場合等、さ

らに必要性が高くなる地域生活支援拠



点等の整備について、国が示す指針に

基づき整備し、持続的に運営するため

には財源確保等が喫緊の課題であるこ

とから下記のとおり要望いたします。 

（１）地域生活支援拠点等の整備促進

及び持続的な運営のため、国において

新たな補助金制度を創設すること。ま

た、現在の地域生活支援事業の補助対

象を拡充するとともに、満額の支給と

し十分な財政措置を講じるよう国へ要

請していただきますよう要望いたしま

す。 

（２）岩手県におかれましても、地域

生活支援拠点等の整備及び持続可能な

運営を支援する新たな補助金制度を創

設するとともに、他自治体の先進的な

取組等に関する情報提供や関係機関と

の意見交換会の開催について検討いた

だきますよう要望いたします。 

7月19日 18 国民健康

保険に対す

る財政支援

について 

 東日本大震災津波の影響により、国

保保険者の財政状況が悪化したことか

ら、平成24 年度から、一定の基準に該

当する場合、医療費の増加に伴う医療

給付費の負担増に対する特定被災区域

の保険者（市町村）への財政支援とし

て、国の特別調整交付金が交付されて

いるところです。 

 被災者の生活再建は道半ばであり、

引き続き支援していく必要があります

が、市町村国保の財政状況は依然とし

て厳しい状況にあります。 

 県では、被災した市町村の国保財政

について、医療費増加等により依然と

して厳しい状況であると認識してお

り、このため、調整交付金の増額や国

費による補填など国による十分な財政

支援を講じるよう、県の令和４年度政

府予算提言・要望において要望を行っ

たところです。今後も機会を捉えて国

に対して要望していきます。（Ａ） 
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 つきましては、今年度以降も引き続

き、東日本大震災による医療費の増加

に伴う医療給付費の負担増に対する財

政支援を実施するよう、国へ要請して

いただきますよう要望いたします。 

7月19日 19 早池峰山

登山者受け

入れに係る

安全確保と

環境保全に

ついて 

（１）登山

者の安全確

保と高山植

物の保護に

ついて 

早池峰山の登山者数は平成27年度に

は15,767人でありましたが、平成28年

５月に発生した河原の坊登山道の崩落

や新型コロナウイルス感染症の影響に

より落ち込み、令和２年度では9,349人

となっております。河原の坊登山道は

早池峰山の主要登山道であり、崩落前

は登山者の約半数が河原の坊登山口か

ら登山しておりましたが、閉鎖後はほ

とんどの方が小田越登山口を利用して

いる状況です。小田越登山口は河原の

坊登山口と違い、駐車場やトイレがな

く、登山者は河原の坊登山口から30分

ほど歩き小田越登山口から登山せざる

を得ないことから、小田越登山口にト

イレの設置が求められております。ま

た、早池峰山唯一の避難小屋である山

頂避難小屋は昭和61年11月に建築さ

れ、築34年以上が経過しており、著し

く老朽化が進んでいる状況となってお

ります。 

これらのことから下記の項目について

要望いたします。 

（１）登山者の安全確保と高山植物の

保護について 

①小田越ルートにおいては、自然公園

保護管理員によるパトロールのほか、

登山道にロープや木歩道を設置し、高

山植物の保護対策を行っているところ

です。今後は、標識や歩道などの県管

理施設の計画的な整備に努めるととも

に、整備費用に対する十分な予算の確

保について国に要望していきます。

（Ｂ） 

 登山口へのバイオトイレの新設につ

いては、早池峰地域保全対策事業推進

協議会において、汲取式トイレから携

帯トイレへの移行方針を出し、関係市

等への協力を依頼しながら、携帯トイ

レの普及や利用促進を図っているとこ

ろです。また、登山シーズン中は登山

口に仮設トイレを設置し、登山者への

対応を行っているところです。今後

は、登山口が遠野市の地域となってい

ることから、関係市の意向を確認しな

がら、対応について検討していきま

す。（Ｂ） 

②縦走ルートにおける登山者の安全確

保等については、自然公園保護管理員

のパトロールなどにより危険箇所の内

容を精査しつつ、ルート内の県管理施

設の計画的な修繕に努めていきます。
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 登山者の安全確保と登山道外歩行か

ら高山植物を保護するため、ロープや

案内表示等の更新を要望します。 

①小田越ルート（小田越登山口→山

頂） 

 登山者がコースから外れて高山植物

等に影響を与える懸念があることか

ら、登山者がコースから外れないよう

に経年劣化したロープの更新などを行

うこと。また、小田越登山口へ自然環

境に配慮したバイオトイレの整備を行

うこと。 

②縦走ルート（早池峰山→中岳→鶏頭

山） 

 縦走ルートは、早池峰山登山コース

で一番延長が長いこと、また、これま

で利用者が少なかったことからコース

が荒れているほか、案内表示や番号札

の更新が行われておらず、ところどこ

ろ棄損や欠損していることから、登山

者の安全確保のため経年劣化したロー

プや案内表示等の更新などを行うこ

と。 

なお、縦走ルートについては事業執行

者である地元自治体と情報共有を図り

ながら対応を検討していきます。

（Ｂ） 

７月19日 19 早池峰山

登山者受け

入れに係る

安全確保と

環境保全に

ついて 

（２）山頂避

難小屋の整

備について 

（２）山頂避難小屋の整備について 

 登山の際、唯一の避難小屋である山

頂避難小屋は築34年を経過し著しく老

朽化が進んでいることから、登山者の

安全確保のため早期の整備を行うこ

と。 

 山頂避難小屋については、これまで

建物調査を行いながら、屋根の塗替え

や窓などの修繕により、避難小屋とし

ての機能を保持してきたところです

が、令和２年度に再度建物調査を行っ

たところ、改修が必要と判断され、早

池峰地域保全対策事業推進協議会にお

いて、改修の方針を示し、了承された

ところです。 
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 令和３年度は改修工事に係る調査設

計を行っており、令和４年度以降に改

修工事を実施する予定としています。

（Ａ） 

７月19日 20 日本語指

導担当教員

の配置につ

いて 

 日本に定住する外国人世帯の増加に

より小・中学校での在学を希望する外

国人児童生徒が増加傾向となってお

り、教員等との意思疎通が十分にでき

ず、学校生活に適応できない児童生徒

への対応が求められております。花巻

市においては、当該児童生徒に対し、

日本語指導及び学校生活支援のため、

独自に講師派遣を行い対応していると

ころですが、外国人生徒が扱う言語は

英語、中国語、タガログ語など多様で

あり、対応できる指導講師の確保につ

いて困難を極めております。 

 つきましては、外国人児童生徒の実

態に応じた教育の充実を図るため、県

におかれましては、日本語指導担当教

員の計画的・安定的な配置がなされる

よう体制の構築を要望いたします。 

 外国人児童生徒等教育に必要な教員

の配置については、加配を必要とする

学校等の状況を精査した上で毎年国へ

加配を要望し、配置しているところで

す。 

 平成29年度から義務標準法の一部が

改正され、外国人児童生徒等教育につ

いては、10年をかけて、日本語指導担

当教員が基礎定数化されることとな

り、指導が必要な児童生徒18人に対

し、担当教員1人が定数措置されること

となりました。また、本県のような散

在地域（児童生徒が18人に満たない地

域）への対応のための加配が一定数措

置されています。 

 この改正を受け、本県におきまして

は、今年度は基礎定数化分と加配措置

分を合わせて５名の教員を県内の小・

中学校に配置していますが、外国人児

童生徒の在籍等、各市町村の状況を踏

まえながら、引き続き加配措置を国に

要望していきます。(Ｂ) 
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７月19日 21 部活動指

導体制の環

境を整備す

るための財

政措置の継

続について 

 学校教育法施行規則が改正され、

中・高等学校におけるスポーツ、文

化、科学等に関する教育活動（教育課

程外）に係る技術的な指導に従事する

部活動指導員が新たに位置づけられま

した。この改正により、部活動指導員

 県では、部活動の質的な向上及び教

職員の負担軽減の取組のひとつとして

「部活動指導員」の配置を推進してい

ます。 

 令和２年度からは、広域的に人材確

保をするための交通費の支援が拡充さ
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は部活動の指導、顧問、単独での引率

を行うことが可能になるなど、部活動

指導体制が充実しました。 

 花巻市教育委員会が平成30年度に実

施した調査によると、中学校教員にお

いてはその時間外勤務の約1／2が部活

動指導によるものであり、依然として

大きな負担となっていることから、負

担軽減はもちろんのこと、生徒へのき

め細やかな指導が期待されているとこ

ろです。 

 花巻市においては、国県補助制度を

活用しながら市内全中学校に指導員を

配置して部活動指導の充実と教員の負

担軽減を図ることとしておりますが、

地方公務員法及び地方自治法の一部改

正により、令和２年度から指導員の身

分が会計年度任用職員に移行され、部

活動指導員の期末手当が補助対象経費

となったものの、大会等に引率する際

の旅費については補助対象経費に含ま

れていないところです。 

 つきましては、教員の負担軽減及び

部活動指導体制の充実を図るため、部

活動指導員が大会等に引率する際の旅

費についても補助対象経費とし、部活

動指導員配置の補助制度を継続してい

ただきますよう国へ要請いただきます

よう要望いたします。 

れたことに加え、部活動指導員の身分

が会計年度任用職員に移行したことに

伴い、期末手当についても補助対象経

費となったところです。 

 なお、令和３年６月に国に対し要望

を実施しているところであり、引き続

き国に対し「部活動指導員」の配置の

継続・拡充及び引率旅費を国庫補助対

象とするよう、要望していきます。

（Ｂ) 

７月19日 22 保育士の

処遇改善に

ついて 

 本市においては、保育所等の待機児

童が毎年発生しており、保育利用希望

者に対する施設の利用定員数は充足し

 県では、保育士の技能や経験に応じ

た保育士等の処遇改善の取組が進めら

れるよう、受講が処遇改善加算Ⅱの加
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ているものの、保育人材の不足によ

り、施設によっては利用定員数まで児

童を受け入れることが困難な状況にあ

ることが要因であると捉えておりま

す。 

 このことから本市では、奨学金返済

者への助成や保育士の復職支援など保

育士確保のための事業に継続的に取り

組んでおりますが、市内の私立保育施

設においては必要な保育士数の採用に

は至っていない状況にあります。 

保育士養成機関の関係者からは、コロ

ナ禍にあって新卒保育士の就職が地元

志向の傾向にあると伺っております

が、給与水準が高く福利厚生も充実し

ている関東方面の保育施設に就職され

る方も相当数あり、県内の保育士の賃

金が全国に比べ低い状況にある中、保

育士の確保は依然厳しい状況にありま

す。 

 つきましては、人材不足の解消を図

り、保育の質の向上につなげるため、

公定価格の引き上げなど、特に地方の

保育士の処遇改善に向けた取り組みを

行っていただきますよう要望いたしま

す。 

算要件とされる保育士等キャリアアッ

プ研修を実施し、保育士の処遇改善の

取組を支援しています。 

 また、保育士の待遇改善が図られて

きているものの、依然として保育士の

確保が必要な状況であることから、国

に対し、抜本的な保育士確保施策を講

じるよう、本年６月に実施した政府予

算要望において要望を行ったところで

す。 

 今後も機会を捉えて国に対して要望

していきます。（Ｂ） 

７月19日 23 県立高等

学校のあり

方について 

（１）県立高

等学校の再

編について  

 「新たな県立高等学校再編計画（前

期計画）」が平成28年３月29日に策定

され、当市に設置されている県立高等

学校のうち、大迫高等学校につきまし

ては１学級校として存続することをお

認めいただき、また、花巻南高等学

 令和３年５月に策定した「新たな県

立高等学校再編計画後期計画」では、

教育の質の保証と機会の保障に加え、

「生徒の希望する進路の実現」と「地

域や地域産業を担う人づくり」を基本

的な考え方としています。１学級校の
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校、花北青雲高等学校については、学

級減等の対象となっておりましたが、

いずれも実施が見送られたところであ

ります。さらに、本年５月24日に公表

された令和３年度から令和７年度まで

を計画期間とする後期計画においても

当市に設置されている県立高等学校に

ついては、いずれも再編の対象となら

なかったところであり、県立高等学校

の再編に係る県教育委員会のご英断に

深く感謝申し上げる次第です。高等学

校教育の機会均等を堅持することは、

本県の将来を担う人材の育成という観

点から極めて重要であり、また、地方

創生への取組の推進という側面からも

高等学校の存続や定員の維持は必要不

可欠な要素であることから、改めて以

下のとおり要望いたします。 

① 大迫高等学校につきましては、平

成30年度から県教育委員会のご理解

を賜り、県外からの留学生の受入れ

を実現できたことや、小規模校の特

性を生かした生徒一人ひとりに合わ

せた指導が評価され、昨年度は入学

者数27人を確保できたところです

が、本年度は市内において、大学等

への進学の割合の高い学校に入学希

望者の集中が見られた結果、残念な

がら17人の入学者数となったところ

です。今後におきましては、昨年度

から県教育委員会の「高校の魅力化

促進事業」指定校として関係団体と

連携し、ブドウの栽培・収穫体験の

存在が地方創生の推進に重要な役割を

果たしている地域では、自治体と連携

した教育活動の充実が進められている

現状も踏まえ、後期計画期間中におい

て一定の入学者のいる１学級校を維持

することとしています。 

 大迫高校等で令和２年度から行われ

ている高校の魅力化促進事業では、総

合的な探究の時間等を活用しながら、

地域理解の学習活動を充実させること

等により、学校の魅力向上や地域人材

の育成を図るとともに、小中学生の地

元高校への理解と進学意識の醸成を図

る取組を進めることとしています。

「地域みらい留学」事業を活用し、地

域の支援をいただきながら大迫高校で

行われる県外生徒の受入れと併せて、

同校の生徒確保に繋がるよう期待する

とともに、今後の同校の志願状況等の

変化を注視していきます。（Ｂ） 

 また、後期計画の基本的な考え方に

基づき、後期計画期間中においては、

各地域の学校を規模も含めてできる限

り維持するとともに、地域における学

校の役割を重視した魅力ある学校づく

り、及び地域産業を担う人材育成等に

向けた教育環境の整備を図ることとし

ています。 

 さらに、各地域の実情や全県的な学

校配置のバランスを重視し、盛岡ブロ

ックにおける大規模校の統合や、地域

の産業教育の拠点となる専門高校等の

整備などを進めつつ、高校の魅力化促



ほか国際交流活動や神楽の伝承な

ど、地域産業や文化活動を題材とし

た学習に取り組むことで、学校のさ

らなる魅力化を図り、生徒確保に努

めてまいります。また、今年度から

「地域みらい留学」事業を活用し、

地域の方々と支援体制を整えなが

ら、県外からの留学生募集を取り組

むとともに、関係団体と連携して、

大迫高等学校の魅力を情報発信し、

21人以上の入学者数の確保に努めて

まいりますので、仮に入学者数が２

年連続で20人以下となった場合で

も、広い大迫地域で、他地域への通

学が困難な生徒がいる状況には変わ

りないことも踏まえ、原則にとらわ

れることなく地域への十分な説明や

実情等の意見聴取に努めながら、慎

重なご対応とより一層のご指導を賜

りますようお願いいたします。 

② 県立高等学校につきましては、統

合や学級減のみを進めるのではな

く、工業、農業、商業等の地域の産

業を支える人材の確保のため、専門

高校における産業教育を一層充実さ

せる必要があると考えております。

また、普通高校について、盛岡の高

校に他市町村からの生徒が流出して

いく状況を改善し、それぞれの地域

で教育の機会を保障することが必要

と考えておりますことから、進路の

選択肢の拡大や地域について学ぶカ

リキュラムの構築など、それぞれの

進事業等の県教育委員会による施策の

推進と併せながら、教育環境の充実に

取り組んでいきたいと考えています。

（Ｂ） 



高校の魅力を高める施策の充実を要

望いたします。 

７月19日 23 県立高等

学校のあり

方について 

（２）県立の

併設型中高

一貫教育校

の新設につ

いて 

 併設型中高一貫教育校につきまして

は、次世代のリーダーとして、将来の

岩手県に貢献できる人材の育成を目指

し、平成21年４月に県立一関第一高等

学校で導入されたところであり、令和

３年度の入学志願倍率も附属中学校が

1.61倍、高等学校が1.21倍と順調に推

移しているものと推察いたします。ま

た、同校においては、毎年、難関大学

や医学部への進学者を輩出し、次世代

のリーダー足り得る人材の育成が着実

に推進されていると言える状況にあ

り、その成果を拡充していくべき時期

になっていると考えます。 

 花巻市内の進学校である花巻北高等

学校は、令和３年度の市外からの進学

者数が85人で、大学進学を希望する生

徒にとって中部地域における拠点校と

なっており、花巻市の姉妹都市である

アメリカ合衆国ホットスプリング市に

立地し、ＳＴＥＡＭ教育を導入してい

るＡＳＭＡ（アーカンソー数理芸術大

学校）との交流など、新しい教育内容

にも意欲的に取り組んでおります。一

方で、市内生徒のうち、盛岡市内の進

学校に14人、一関第一高等学校へ２

人、一関第一高等学校附属中学校に２

人が入学しており、成績上位者の市外

流出が続いている現状にあります。こ

のことは、県内における偏差値上位校

 一関第一高等学校附属中学校（及び

一関第一高等学校）は、社会の進歩と

発展に貢献する次世代のリーダーとし

て将来の岩手県に貢献できる人材を育

成することを基本理念として、平成21

年度に設置したものです。 

 他地域への併設型中高一貫教育校の

設置については、これまでにも他の自

治体からの要望もいただいているとこ

ろですが、その必要性については、同

校出身者の大学卒業後の進路状況等を

精査するとともに、今後の中学校卒業

予定者数の推移、中高一貫教育校を導

入した際の地域の義務教育への影響等

を十分に見極めたいと考えています。

また、近年、同校の志願倍率が低下傾

向の状況にあり、その背景等を踏まえ

た検討も必要であると考えています。 

 花巻北高校においては、将来のリー

ダーにふさわしい知性、感性、品性の

涵養や、生徒の進路実現・自己実現に

向けた進路指導の充実等を図るきめ細

かな教育活動を行っており、難関大学

や医学部等への進学実績も残している

ところです。県教育委員会としては、

同校の魅力を地域へ発信していくとと

もに、今後とも、同校の生徒も含め、

県立高校の生徒が希望する進路を実現

できる教育環境の整備に取り組んでい

きたいと考えています。（Ｃ） 
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が盛岡市に集中しており、難関大学や

医学部進学を希望する生徒にとって盛

岡市内の高校への進学が必要だとの認

識があることが原因であると考えてお

ります。しかし、これらの市外進学校

への通学には、花巻市の中心部からで

も１時間半を要することから、盛岡市

内に家族でアパートを借りるなど、生

徒と保護者に大きな負担が生じており

ます。こうした状況を改善し、地元の

高校に通いながら難関大学や医学部へ

の進学を実現させる環境をつくるに

は、すでに一定の成果を挙げている一

関第一高等学校と同様の併設型中高一

貫校を、交通の要衝である花巻市に設

置することが求められ、その対象は中

部地域における進学の拠点校である花

巻北高等学校とすべきと考えます。 

 県教育委員会におかれましては、こ

れまで進学校における探求プログラム

を実施し、また、令和２年度から医学

部進学プログラムを拡充し、県全体で

一堂に会して勉強しあう体制を構築し

たと伺っております。しかし、学力の

向上は各校における日々の授業の積み

重ねが最も重要であり、６年間に渡る

一貫した取組に勝るものはないと考え

ます。 併設型中高一貫教育校につい

ては、県教育委員会が策定した「今後

の高等学校教育の基本的方向（平成27

年４月20日改訂）」において、「一関

第一高校への導入の成果と課題を引き

続き検証しながら、今後の方向性につ



いて検討する」とされておりますが、

開校からすでに12年が経過し、すでに

多くの有為な人材を輩出している同校

の成果が良好であることは、検証を待

たずして明らかであると考えます。意

欲ある子どもたちにより良い学習環境

を提供するため、花巻北高等学校を併

設型中高一貫校とし、実施に当たって

は、進学を目的とする生徒に対するメ

リットを最大化するため、附属中学校

から入学した生徒については、高校で

持ち上がりクラスとし、６年間一貫の

カリキュラムに従って学習する、いわ

ゆる「別クラス型（中高一貫クラ

ス）」の制度導入についても併せて検

討いただくことについて、特段のご配

慮をお願いいたします。 

７月19日 24 特定不妊

治療の現状

について、

県内企業等

への啓発等

に関する施

策検討につ

いて 

 平成30年3月に厚生労働省が公表した

「不妊治療と仕事の両立に関する報告

書」の内容や、具体の市民からの声を

聞くと、勤務する事業所をはじめ、不

妊治療の現状に対する周囲の理解や支

援を求める意見が多く、当市として

も、特定不妊治療を行う方々を支援す

るための環境整備として、事業所をは

じめとした周囲の理解や支援が必要で

あると認識しています。岩手県におい

ては、県内の中小企業等を対象に「い

わて子育てにやさしい企業等」認証制

度と、その認証に基づく公益財団法人

いきいき岩手支援財団の「子育てにや

さしい職場環境づくり助成金」制度が

（１）県では、「いわて子育てにやさ

しい企業等」認証制度の認証基準に

「不妊治療と仕事の両立」の支援につ

いて盛り込んだことに加え、これま

で、企業に対して、国が作成した「仕

事と不妊治療を両立しやすい職場環境

づくりを進めるためのリーフレット」

を、広域振興局が行う企業訪問などの

際に配布しているほか、「いわて働き

方改革アワード」の審査項目に不妊治

療を含む休暇制度の規定の有無を追加

するなど、企業に対する不妊治療の理

解促進に努めているところです。 今後

も、企業向けセミナーや職員による企

業訪問等を通じ、特定不妊治療に関す
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あり、平成31年４月より新たに「不妊

治療と仕事の両立」を支援するための

認証基準が加えられたところですが、

こうした環境整備をさらに加速させる

ために以下の取組を要望いたします。

（１）特定不妊治療に関する現状も含

め、「いわて子育てにやさしい企業

等」認証制度や「子育てにやさしい職

場環境づくり助成金」について、県内

企業・事業所等に対して、引き続き啓

発を推進すること。 

（２）従業員が不妊治療のために休暇

を取得した場合に、当該企業等に対し

て助成金を交付するなど、新たな施策

の検討・構築を行うこと。 

る現状の理解促進や企業認証制度の普

及に努めていきます。（Ａ） 

（２）企業に対する助成金について

は、国において、本年４月から「両立

支援等助成金（不妊治療両立支援コー

ス）」を創設しており、県において

も、仕事と不妊治療の両立について、

企業向けセミナーや企業訪問等によ

り、当該助成金を周知するなど、企業

への理解促進に努めていきます。 

 また、県では、本年６月に実施した

政府予算要望において、仕事と不妊治

療が両立できるよう、社会的理解を促

進するための啓発を行うなど、安心し

て不妊治療を受けられる環境の整備を

強化するよう要望を行ったところで

す。 

 今後も、企業に対する理解促進に努

めるとともに、国に対して要望してい

きます。（Ｂ） 

７月19日 25 移住支援

事業におけ

る返還制度

に係る国・

県・市負担

の公平化に

ついて 

 移住支援事業における移住支援金の

対象者に支援金を支給した市町村は、

返還が必要となった対象者に対し、国

と県の負担分を合わせた全額の返還請

求を行い、対象者から返還を受けて県

に返還することが想定されており、対

象者から債権回収できない場合には、

都道府県からの返還の求めにより、市

町村負担分はもとより、国負担分及び

場合によっては都道府県負担分を含む

返還対象金額全額を市町村が負担しな

ければならない可能性があります。岩

 移住支援事業の返還制度について、

令和元年７月２日に発出された内閣府

事務連絡において「移住支援金交付対

象者から市町村が債権を回収できない

場合」における返還については、「市

町村が、地方自治法に基づき督促など

の債権管理を行ったにも関わらず、債

権回収ができない場合においても、国

が都道府県に対して交付金の返還を求

めるものではない」との方針が示され

ているところです。 

 そのため、県としては、各市町村の
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手県としては、各市町村の債権管理状

況及び債権回収が困難と判断した事情

に基づき個別に判断することとしてい

ることから、令和２年９月に「移住支

援金実施マニュアル」を策定し、一定

のルールを示していただきました。 

 しかしながら、依然として返還対象

の５年間は、全ての移住支援金受給者

の状況を常に把握する必要がある上

に、返還が必要となった場合には、支

給金額が多額のため対象者が返還に応

じないこともあることが考えられ、市

町村は訴訟による債権回収を行わざる

を得ない可能性があるなど事務負担が

大きく、また、債権回収できない場合

は市町村負担分に加えて市町村議会の

承認を経て予算措置することにより市

町村一般財源によって国負担分及び場

合によっては都道府県負担分を含む返

還対象金額全額を返還する必要がある

など、市町村の大きな負担となる可能

性もあるところであり、このような市

町村の負担については容易に市町村民

からの理解を得られるものではありま

せん。 

 よって岩手県は、移住支援事業にお

ける返還制度について市町村の負担を

軽減するため、例えば、対象者の所在

調査の結果によっても所在が不明な場

合や支払い能力が無いと認められる場

合は返還を求めないなど、対象者から

債権回収できない場合について、市町

村のみが事務負担及び一般財源からの

債権管理状況及び債権回収が困難と判

断した事情に基づき個別に判断するこ

ととしており、「移住支援金実施マニ

ュアル」（令和２年９月策定）によ

り、各市町村に対し、スキームを提示

しているところです。 

 なお、「居住期間に応じて移住支援

金を返還させる返還制度を廃止するこ

と」については、兵庫県などとともに

地方分権に関する提案の中で国に対し

て継続して働きかけを行っています。

（Ｂ） 



負担を負うことのないよう岩手県負担

分の返還を求めないことを要望すると

ともに、居住期間に応じて移住支援金

を返還させる返還制度を廃止するよう

国へ要請していただきますよう要望い

たします。 

７月19日 26 再生可能

エネルギー

事業の規制

に係る法整

備について 

 平成24年７月に固定価格買取制度

（ＦＩＴ制度）が創設されて以降、再

生可能エネルギーの導入が急速に進ん

でいますが、なかでも、太陽光発電の

導入は大幅に拡大しており、立地に伴

う土砂の流出や濁水の発生、景観への

影響など様々な問題が全国各地で生じ

ています。 

 本市においては、「花巻市環境基本

条例」に基づき策定した「第２次花巻

市環境基本計画」において、地域資源

を生かした再生可能エネルギーの普及

促進を明記しており、その推進に当た

っては自然環境や周辺環境との調和が

図られるよう考えているところです

が、現在、市民の憩いの場として親し

まれている公園の近隣にメガソーラー

の設置が進められており、周辺環境の

悪化や景観の阻害など、地域住民の住

環境への悪影響や土砂災害の発生が懸

念されておりますことから、以下のと

おり要望いたします。 

（１）現行の「電気事業者による再生

可能エネルギー電気の調達に関する特

別措置法」（以下、「ＦＩＴ法」とい

う。）においては、再生可能エネルギ

（１）ＦＩＴ法の改正など所要の法整

備について、県では、国に対して、再

生可能エネルギーの事業実施に当たっ

て地域の意見を確実に聞く仕組みを早

期に構築するなど、環境や景観に配慮

したきめ細かな制度改善を行うよう要

望を行っているところであり、今後と

も、国に対し働きかけを継続していき

ます。(Ｂ) 

（２）再生可能エネルギー設備の設置

の手続等を規定する県条例の制定につ

いてですが、県では、再生可能エネル

ギーの導入におけるトラブル事案への

対応方針を定め、事業者の対応に問題

がある場合は、「個別事案対応チー

ム」を設定し、国、県、関係市町村が

連携して対応することとしています。 

再生可能エネルギー設備の設置手続に

ついて、ＦＩＴ法では、認定申請段階

において電源ごとに定める事業計画ガ

イドラインに従って適切に事業を行う

ことを遵守事項として確認することと

しているなど、国が適正な導入に向け

て主体的に取組を行っているところで

あり、今後も国と連携して対応してい

きます。 
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ー発電事業者の事業計画を認定する制

度となっており、その認定の条件とし

て関係法令を遵守することなどが規定

されているところですが、関係法令に

おいては一定の規模以上の事業を規制

対象とするなど限定的であることによ

り、上記のような課題の抜本的な解決

には至っておりません。また、国は、

再生可能エネルギー発電事業者が事業

を行うに当たっての遵守事項及び推奨

事項を記載した「事業計画策定ガイド

ライン」を策定し、これに従った適切

な事業実施を事業者に求めておりま

す。しかしながら、当該ガイドライン

においては、防災や環境保全、景観保

全について配慮することや、自治体へ

の相談、地域住民への説明などの記載

があるものの、それらの記載について

はＦＩＴ法及び同法施行規則の条文に

基づくものではなく法的拘束力がない

と考えられることから、防災や環境保

全、景観保全等の観点から立地を法的

に規制することが困難な状況となって

おります。 

 つきましては、事業者が太陽光や風

力、地熱発電など再生可能エネルギー

発電事業を実施する場合において、そ

の立地場所の選定に関して防災や環境

保全、景観保全等の観点から国又は地

方公共団体が規制することが可能とな

るよう、ＦＩＴ法の改正など所要の法

整備について国へ要請していただきま

すよう要望いたします。 

 なお、今年６月に地球温暖化対策推

進法が改正され、環境配慮や地域貢献

などの地域の求める方針に適合する地

域脱炭素化促進事業を市町村が認定す

る制度が創設されたところであり、市

町村の積極的な関与の下、地域内での

円滑な合意形成を図り、再生可能エネ

ルギーの導入を促進することとしてい

ます。(Ｃ) 

（３）環境影響評価の対象となる規模

要件の範囲拡大について、国では、環

境影響評価法による対象事業につい

て、風力・地熱発電等に加え、令和２

年４月に太陽光発電事業を新たに盛り

込んだところです。県では、法の対象

とならない小規模な太陽光発電事業の

うち一定規模以上のものについては、

岩手県環境影響評価条例施行規則の一

部改正により、国に合わせて令和２年

４月１日から岩手県環境影響評価条例

の対象事業としたところであり、国と

連携し、環境と調和した再生可能エネ

ルギーの導入促進のため適切な制度運

用に努めていきます。（Ａ） 



（２）現在、県内において多くの再生

可能エネルギー事業が進められており

ますが、岩手県は風況が良く風力発電

に適した地が多いことや、地熱資源が

豊富であることなどから、今後、さら

に県外事業者による再生可能エネルギ

ー事業が計画されることが予想されま

す。 

 つきましては、再生可能エネルギー

の導入に係るさまざまな問題に広域的

に対応し、適正な導入を図るため、再

生可能エネルギー設備の設置の手続等

を規定する県条例の制定についてご検

討いただきますよう要望いたします。 

（３）関係法令の一つである環境影響

評価法については、令和元年の環境影

響評価法施行令の一部改正により、こ

れまで環境影響評価の対象外であった

太陽光発電事業が対象事業として追加

されたところでありますが、その規模

要件は第１種事業で４万ｋＷ以上、第

２種事業で出力３万ｋＷ～４万ｋＷ未

満と大規模なものとなっております。

また、風力・地熱発電事業について

も、環境影響評価の対象となるのは第

１種事業で出力１万ｋＷ以上、第２種

事業で出力７千５百ｋＷ～１万ｋＷ未

満と同じく大規模なものに限定されて

おります。 

 つきましては、小規模であっても地

域住民の生活環境や自然環境、景観に

重大な影響を及ぼす可能性のある事業

など地方公共団体が直面する課題に対



応できるよう、環境影響評価の対象と

なる規模要件の範囲拡大について国へ

要請していただきますよう要望いたし

ますとともに、県におかれましても、

岩手県環境影響評価条例に基づく、太

陽光発電事業に係る環境影響評価の対

象規模要件の範囲拡大についてご検討

いただきますよう要望いたします。 

７月19日 27 周産期医

療の確保に

ついて 

 花巻市を含む５市３町から成る３つ

の二次保健医療圏で構成される「岩手

中部・胆江・両磐」周産期医療圏の中

において、県立中部病院は花巻市・北

上市・遠野市・西和賀町で構成する岩

手中部保健医療圏や奥州市など広範囲

な地域における地域周産期母子医療セ

ンターとして周産期医療を支える重要

な医療機関であります。同病院の産科

にあっては、令和２年３月をもって東

北大学が派遣していた医師３名の引き

上げを決めたことから、一時はお産の

取扱いができなることが危ぶまれまし

たが、岩手県及び岩手県医師会のご尽

力により、また岩手医科大学にご英断

いただき、令和２年４月以降、岩手医

科大学から新たに３名の医師の派遣を

受けて産科を継続していただくことと

なり、岩手医科大学医局の医師のもと

で新たな診療体制を構築するまでの間

抑制されていたお産の対応も、現時点

では従来と同等の取扱件数まで回復し

ています。 

 県では、令和２年３月に岩手県医師

確保計画を策定し、令和５年度までに

県内で産科医を23人、小児科医を22人

確保する目標を掲げ、産科・小児科を

選択する奨学金養成医師の義務履行期

間全てで地域周産期母子医療センター

勤務を認める特例によるインセンティ

ブの強化や、産科・小児科の即戦力医

師の招聘等に取り組んでいます。ま

た、看護職員の安定的な確保と定着を

図るため、「いわて看護職員確保定着

アクションプラン」に基づき、看護職

員修学資金貸付のほか、就職ガイダン

スやナースセンターによる再就業支援

などに取り組んでおり、特に助産師の

確保については、修学資金の優先的な

貸付やきめ細かな復職支援など取組を

強化しており、引き続き、こうした医

療従事者確保の取組を通じて、周産期

医療体制の充実を図っていきます。

（Ｂ） 

 さらに、分娩取扱医療機関を維持し

ていくため、当該医療機関がない市町

村において、新たに施設を開設又は分
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 しかしながら、令和３年４月には、

胆江保健医療圏に２件あった産科クリ

ニックのうち１件がお産の取扱いを終

了するなど、県内の周産期医療を取り

巻く現状は厳しさを増しています。全

県的に産科医が不足している中におい

て、岩手医科大学医局の産科医の数も

十分ではなく、2024年度から医師・医

療従事者の働き方改革による時間外労

働規制が始まれば、24時間の対応が必

要である周産期医療現場においては、

産科医の不足が顕在化することによ

り、お産の対応が充分にできなくなる

ことが危惧され、岩手中部保健医療圏

のお産対応件数を維持するため、県立

中部病院の産科医をはじめ、周産期医

療体制が早期に強化され、お産の受入

れを増やすことが重要と考えます。 

 さらに、周産期医療において欠かす

ことのできない産科医、小児科医、助

産師、看護師が全国的に不足してお

り、特に個人産科クリニックにおいて

確保が困難な状況であり、産科医療の

継続に支障を来しています。 

 つきましては、住民が地域で安心し

て出産できるよう、産科医、小児科

医、助産師、看護師等の医療従事者の

需給に力点を置き、養成及び確保のた

めの施策を講じ、また医師等の地域偏

在の解消に向けた実効性のある支援策

を実施するよう国へ要請いただくとと

もに、岩手県におかれましても、岩手

中部保健医療をはじめ県内において

娩を再開する場合、国庫補助対象外の

設備整備に係る経費について２千万円

を上限に県単独で補助を行っているほ

か、どの地域においても安心して妊娠

及び出産ができる周産期医療提供体制

を整備するため、周産期における救急

搬送体制の強化や、市町村と連携して

ハイリスク妊産婦の通院等に要する交

通費等を支援する事業などに取り組ん

でおり、引き続き安心して妊娠・出産

ができる周産期医療の充実に努めてい

きます。（Ｂ） 

 また、医師の地域偏在及び特定診療

科の医師不足の解消については、令和

４年政府予算要望においては、医師確

保に向けた人材育成への支援の拡充等

を国に要望しております。（Ａ） 



「岩手県医師確保計画」に基づく産科

及び小児科の医師確保に効果的な取組

を推進し、周産期及び小児医療体制の

充実を確実に進めていただくよう要望

します。 

７月19日 28 子育て環

境の充実の

ための医療

費助成事業

の拡大につ

いて 

 当市では、就学前児童の医療費全額

助成、小学生から高校生までの医療費

助成の拡充や第３子以降の保育料等負

担軽減要件の拡充、中学生以下のイン

フルエンザ予防接種費用の助成など子

育て世帯の経済的負担軽減に努めてお

ります。 

 岩手県においては総合的な子育て支

援施策の一環として、未就学児及び妊

産婦を対象とした医療費助成につい

て、平成28年８月から現物給付化を実

施し、令和元年８月からは小学生まで

対象を拡大していただいたところであ

り、令和２年８月からは現物給付化の

対象を中学生まで拡大していただきま

した。一方で、現物給付化に伴う波及

増に対しては国保財政への国庫負担の

減額調整措置があり、未就学児につい

ては平成30年度より廃止されておりま

すが、小学生以上についての措置は継

続されており、岩手県においては各市

町村国保への影響額の２分の１を負担

いただいております。しかしながら、

出産や子育てに対する支援への取組

は、個々の自治体や一地方だけの対策

では限界があり、本来、子どもの医療

費助成の仕組みは全国一律であるべき

 各市町村の医療費助成については、

それぞれの政策的判断のもとに、単独

事業として拡充が進められてきていま

すが、県としては、本来、自治体の財

政力の差などによらず、全国どこの地

域においても同等な水準で行われるべ

きと考えており、これまで、国に対

し、県の政府予算提言・要望などにお

いて、全国一律の制度を創設するよう

要望しているところです。（Ａ） 

 県が助成対象を拡大する場合、多額

の財源を確保する必要がありますが、

本県では、県立病院等事業会計負担金

が多額になっているという事情もある

ことから、今後、国の動向も注視しな

がら、県の医療・福祉政策全体の中

で、総合的に検討する必要があると考

えています。（Ｃ） 

 現物給付の対象拡大に当たっては、

新たな国庫負担金等の減額調整措置が

発生するなどの課題があるほか、これ

まで、全県一律で導入を行ってきた経

緯があり、今般、中学生までの拡大を

検討することについても、県内全市町

村が中学生までの助成を開始したこと

が契機となっています。 
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と考えますので、下記のとおり要望い

たします。 

（１）全国市長会を通じて国による全

国一律の制度創設を要請しております

が、議論が本格化していない状況にあ

ります。つきましては、子育て世代の

誰もが安心して子どもを産み育てる環

境の実現が図られるよう、全国一律の

医療費助成制度の拡充について国へ要

請していただきますよう要望いたしま

す。 

（２）岩手県においては、小学生や乳

幼児の医療費助成について、一部、県

単独事業分の補助がありますが、当市

を含めた県内全市町村において中学生

の医療費助成が実施され、さらに高校

生まで対象を拡大する市町村が多くな

るなど、それぞれ独自の取組を実施す

ることにより、それに伴う財政負担も

大きくなっている状況となっておりま

す。 

 つきましては、岩手県における子ど

もに対する医療の充実と子育て家庭へ

の支援の取組として、小学生の県単医

療費助成の範囲を現行の「入院のみ」

から「外来」まで拡大するとともに中

学生等を対象とした県単医療費助成事

業を実施するよう要望いたします。ま

た、当市では高校生医療費助成の現物

給付化を始めておりますが、この取組

を全県的に進めていただくよう併せて

要望いたします。 

 こうした経緯を踏まえると、現在の

ように、高校生の医療費助成を実施し

ていない市町村がある状況において現

物給付を拡大した場合、現物給付が行

われない市町村に対して生じる影響

（サービス水準等の面で格差が拡大す

る懸念等）なども考慮する必要がある

ことから、高校生への現物給付の拡大

は慎重に検討すべきと考えています。

（Ｃ） 



７月19日 29 過疎対策

の積極的な

推進につい

て 

 令和３年４月１日に新たに「過疎地

域の持続的発展の支援に関する特別措

置法」が施行されたところですが、人

口減少や少子高齢化が急速に進んでい

る過疎地域の深刻な状況を踏まえ、過

疎地域の持続的発展を図るため、支援

を継続して推進していくことが重要で

す。 

 つきましては、次の事項について積

極的かつ適切な措置を講じるよう、国

へ要請していただきますよう要望いた

します。 

（１）過疎地域において必要な事業を

円滑に実施できるよう、過疎対策事業

債及び各種支援制度の維持・拡充を図

ること。 

（２）地方債計画における過疎対策事

業債の計画額を増額すること。また、

人口減少がさらに進む中において、地

域のコミュニティの推進や市民の日常

的な移動のための交通手段の確保、商

店街の活性化など、市民が将来にわた

り安心して暮らすためにソフト事業の

更なる充実が必要であることから、過

疎債ソフト分の発行限度額の段階的縮

減を廃止し、その上で増額を行うなど

十分な財源措置を講じること。 

 県では、これまで、全国過疎地域連

盟や全国知事会を通じ、過疎地域の多

様な財政需要に対応した過疎対策事業

債の必要額の確保等について国等に要

望するとともに、今年度においても、

過疎地域の持続的な発展に向けた事業

が円滑に実施できるよう、過疎対策事

業債の必要額の確保など、各種財政措

置の維持・拡充等について、県として

要望してきたところであり、令和４年

度地方債計画において、過疎対策事業

債は、令和３年度比200億円増の5,200

億円が計上されたところです。 

 引き続き、「過疎地域の持続的発展

の支援に関する特別措置法」の施行に

伴う過疎地域における施策の実施状況

など、市町村から実情を伺いながら、

東北各県や全国知事会過疎対策特別委

員会等と連携し、過疎対策の取組が円

滑に実施できるよう、国等に必要な働

きかけを行っていきます。（Ｂ） 
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７月19日 30 新型コロ

ナウイルス

感染症対策

の充実につ

いて 

 新型コロナウイルス感染症について

は、４月２５日には東京都、大阪府、

京都府及び兵庫県で、５月１２日には

愛知県及び福岡県で、５月１６日には

北海道、広島県及び岡山県で、５月２

 本県も参画して行った令和３年６月

11日の全国知事会の「コロナに打ち克

ち希望と活力ある地方の実現に向けた

提言」において、補正予算の編成や予

備費の活用などにより、臨時交付金の
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（１）「新型

コロナウイ

ルス感染症

対応地方創

生臨時交付

金」につい

て 

３日には沖縄県において３回目の緊急

事態宣言が発出されたほか、新型コロ

ナウイルス感染症変異種が全国的に感

染拡大しております。 

 日本国内において２月下旬からワク

チン接種が始まったところであり、高

齢者へのワクチン接種を７月末までに

完了できるよう進めているところです

が、感染の収束には至っていないとこ

ろであります。全国的な新型コロナウ

イルス感染症の影響により、県内の地

域経済は長期間にわたって大きな影響

を受けており、飲食業や宿泊業、旅客

運送業など幅広い業種において、大幅

に売上が減少している状況にありま

す。 

 国においては、新型コロナウイルス

感染症対応地方創生臨時交付金や持続

化給付金をはじめとした様々な緊急経

済対策を講じていただいております

が、地方自治体による早急な感染予

防、地域経済や市民生活への支援は、

この新型コロナウイルス感染症対策に

おける最重要項目でありますことか

ら、以下のとおり国へ要請していただ

きますよう要望いたします。 

（１）「新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金」について 

「新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金」について、全国的

に自治体からの営業自粛要請に応じた

事業所への協力金や大幅な減収が生じ

ている事業者への家賃補助のほか、マ

さらなる増額を行うとともに、地域の

実情に応じた事業を地方の判断により

実施できるよう、さらに自由度の高い

柔軟で弾力的な制度としていただきた

い旨要望を行ったところであり、同年

11月４日においても全国知事会から同

交付金の増額等について要望を行った

ところです。さらに県が同年６月17日

に行った「新型コロナウイルス感染症

対策に関する提言・要望」においても

同様の趣旨の要望を行ったところで

す。 

 国においては、同交付金に関し、令

和３年８月20日に新型コロナウイルス

感染症対応地方創生臨時交付金（事業

者支援分）のうち、県内市町村分とし

て約12.4億円、同年12月27日に地方単

独事業分として、県内市町村に約80億

円の追加配分を行ったところです。 

 今後においても市町村との連携を密

にしながら、各市町村が地域の実情に

応じた施策を講じられるよう、国に要

望していきます。（Ｂ） 



スクや体温測定器の購入など感染症予

防に係る経費、地域経済の回復に向け

た消費拡大事業に充当されていると理

解している。令和３年度においても、

新型コロナウイルス感染症の影響を強

く受けている市民及び事業者を守るた

め、感染予防対策や市民及び事業者対

策に取り組む必要があるが、国の令和

２年度第３次補正予算で計上されてい

る地方創生臨時交付金（総額１兆５千

億円、うち地方単独分１兆円）では、

各市が取り組むべき新型コロナウイル

ス感染症対策事業の財源としては不十

分である。また、国では、４月30日に

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う

事業者支援のため、地方創生臨時交付

金の特別枠として５千億円を増額し、

都道府県の事業者支援に充てる方針を

示したが、その交付対象に市町村は含

まれていないところである。緊急事態

宣言が発出された地域はもとより、そ

れ以外の地域においても新型コロナウ

イルス感染症の影響は大きく、地域の

実情に応じたきめ細かな対応や即効性

のある事業展開を可能にするため、ま

た、感染拡大防止や「新しい生活様

式」を定着させ、地域経済の回復に向

けて長期的に取り組むため、市町村に

対する令和３年度地方創生臨時交付金

の予算措置と交付が早期に決定するよ

う、県として市町村による新型コロナ

ウイルス感染症対策事業の必要性を提



言し、全国知事会による国への要請項

目に盛り込むこと。 

７月19日 30 新型コロ

ナウイルス

感染症対策

の充実につ

いて 

（２）「GoTo

キャンペー

ン」につい

て 

（２）「GoToキャンペーン」について 

 観光関連産業の回復には継続的な観

光需要喚起対策が必要であることか

ら、「ＧｏＴｏキャンペーン」の継続

や第２・第３の各種キャンペーンを効

果的に実施すること。また、感染状況

を見極めながら利用対象エリアを変更

するなど、制度を柔軟に運用するこ

と。 

 新型コロナウイルス感染症の影響に

より多くの観光関連事業者の経営が厳

しい状況にあり、観光需要の回復に時

間を要することも見込まれることか

ら、ＧｏＴｏトラベル事業など需要を

喚起するための支援を継続的に行うよ

う国に要望してきたところであり、国

では、感染状況を見極めながら実施す

ることとしています。 

 なお、県では今年度、新たな需要喚

起策として「いわて旅応援プロジェク

ト」や「いわての食応援プロジェク

ト」などを、感染状況も見極めながら

実施してきたところですが、引き続

き、今後感染状況等を踏まえ実施する

こととされている「新たなＧｏＴｏト

ラベル事業」など国の対策とも連携し

ながら県内経済の需要喚起に取り組

み、宿泊事業者をはじめとする事業者

への支援を継続していきます。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

経営企画

部 

Ｂ：１ 

７月19日 30 新型コロ

ナウイルス

感染症対策

の充実につ

いて 

（３）都道府

県が行う宿

泊助成等へ

の独自の上

（３）都道府県が行う宿泊助成等への

独自の上乗せ支援について 

 長引く新型コロナウイルス感染症の

感染拡大の影響や、緊急事態宣言、ま

ん延防止等重点措置の発動等による他

県からの観光客の激減などにより、宿

泊業やその取引業者などの観光業にお

いて経営的に極めて深刻な状態が続い

ている。 

 新型コロナウイルス感染症対応地方

創生臨時交付金の確保・充実につい

て、本県も参画して行った令和３年６

月11日の全国知事会の「コロナに打ち

克ち希望と活力ある地方の実現に向け

た提言」において、補正予算の編成や

予備費の活用などにより、臨時交付金

のさらなる増額を行うとともに、地域

の実情に応じた事業を地方の判断によ

り実施できるよう、さらに自由度の高

県南広域

振興局 

経営企画

部 

Ｂ：１ 



乗せ支援に

ついて 

岩手県を含む一部の都道府県では国

の地域観光支援事業を活用した宿泊助

成等を実施しているほか、こうした都

道府県の宿泊助成等に、独自に更なる

上乗せ等の支援を行っている市町村も

ある。しかし、市町村が独自に行う上

乗せ分等については国の支援の対象外

とされている。観光業に関わる事業者

は数多く、都道府県が一元的に行う支

援策に加えて、それぞれの市町村にお

ける観光事業に即したきめ細やかな支

援を行うことが必要となるため、市町

村が独自に実施する上乗せ等の事業者

支援に対しても国の財源を確保し、速

やかに交付すること。 

い柔軟で弾力的な制度としていただき

たい旨要望を行ったところであり、同

年11月４日においても全国知事会から

同交付金の増額等について要望を行っ

たところです。さらに県が同年６月17

日に行った「新型コロナウイルス感染

症対策に関する提言・要望」において

も同様の趣旨の要望を行ったところで

す。 

国においては、同交付金に関し、令

和３年８月20日に事業者支援分とし

て、県内市町村に約12.4億円、同年12

月27日に地方単独事業分として、県内

市町村に約80億円の追加配分を行った

ところです。 

 今後においても各市町村が地域の実

情に応じた施策を講じられるよう、臨

時交付金の確保等について国に要望し

ていきます。（Ｂ） 

７月19日 30 新型コロ

ナウイルス

感染症対策

の充実につ

いて 

（４）新型コ

ロナワクチ

ン接種体制

確保事業補

助金につい

て 

（５）新型コ

ロナワクチ

（４）新型コロナワクチン接種体制確

保事業補助金について 

 新型コロナワクチン接種体制確保事

業補助金について、花巻市では高齢者

で交通手段のない住民に対し、ＡＩに

よる予約システムを活用し、市内タク

シー協会の協力を経て、接種会場まで

の乗合タクシーを用意するなど、各市

町村はワクチン接種を円滑に進めるた

め、様々な工夫をし現時点ではそれに

要する費用を負担している。これらの

費用はすべて国が補てんすると認識し

ているところであるが、県において

（４）新型コロナワクチン接種体制確

保事業補助金について 

 移動手段のない住民に対するタクシ

ーでの接種会場までの移動費用を含

め、新型コロナウイルスワクチンの接

種に係る費用については、各市町村が

必要な接種体制を構築できるよう、国

の責任において遅滞なく費用を負担す

るとともに、接種が進む中で生じた課

題に対してもきめ細かく必要な財政措

置を講じるよう要望しており、引き続

き、全国知事会と連携して要望してい

きます。（Ｂｗｑ） 

県南広域

振興局  

保健福祉

環境部  

Ｂ：２ 

Ａ:１ 



ン集団接種

について 

（６）ワクチ

ンの供給に

ついて  

も、接種に関する費用に関しては、遅

滞なく国がすべて負担するよう、県と

して国に働きかけること。 

（５）新型コロナワクチン集団接種に

ついて 

 新型コロナウイルスワクチンの高齢

者への集団接種をスムーズに進めるた

め、花巻市においては、会場に多くの

職員を動員している（例えば、７月４

日には２会場で合わせて2,700人の集団

接種を行うため、市は、医師、看護

師、薬剤師等の他、市正職員全職員約

600人中160人また会計年度職員37人を

動員している。）６４歳以下の者への

接種の早期完了を進めるためには今後

も集団接種が必要と捉えているが、そ

の運営に必要となる職員の動員が今後

も必要と考えられ、市の負担は大変重

くなっている。 

 県が行う大規模集団接種について

は、そのあり方によってはこのような

市町村の負担を軽減する効果を持つ可

能性があるものと考えられるが、その

あり方についてはそのような視点から

市町村と十分協議して行うような体制

を講じること。さらに、県による集団

接種会場を新たに設けるにあたって

は、各市町村からのアクセスが容易と

なる場所を選定するよう努めること。 

（６）ワクチンの供給について 

 ファイザー社ワクチンの供給につい

て、自治体が実施する住民向け接種に

支障の無いよう、必要量を確実に供給

（５）新型コロナワクチン集団接種に

ついて 

 ワクチン接種の加速化に伴って、市

町村においては平日・土日を問わず集

団接種を実施されており、その負担は

大変重くなっているものと承知してい

ます。 

 県では、市町村の接種体制を補完す

るため、第１期から第３期にわたっ

て、県による集団接種を実施している

ところです。 

 また、市町村のワクチン接種進捗状

況や課題等を共有し今後の対応を検討

するため、「県と市町村との意見交換

会」を定期的に開催するなど、ワクチ

ン接種体制の確保について市町村と継

続的に協議を進めてきたところです。 

 また、県による第２期集団接種で

は、各地域からの交通アクセス等も考

慮のうえ、特に接種対象人口が多い、

県央地区（岩手産業文化センター）と

県南地区（花巻市交流会館）に接種会

場を設置したところであり、集団接種

の実施を通じて、市町村の接種体制を

補完していきます。（A） 

（６）ワクチンの供給について 

 国において市町村の希望に即したワ

クチンの必要量を確保し市町村に配分

するとともに、各市町村が立案した接

種スケジュールに基づいて速やかに希

望者が接種を完了できるよう、具体的

な供給スケジュールや配分量等につい

て、確定した日付単位での提示を含め



するとともに、ワクチン供給の日程

は、現状では２週間単位で示されてい

るところだが、計画に沿ったワクチン

接種を確実に実施できるように、今後

はできるだけ早く供給日程について日

単位で提示すること。 

可及的速やかに示すよう要望してお

り、引き続き、全国知事会と連携して

国に要望してまいります。（B） 

７月19日 30 新型コロ

ナウイルス

感染症対策

の充実につ

いて 

（７）職域接

種の推進に

ついて 

（８）集団接

種及び職域

接種等に使

用するワク

チンについ

て 

（７）職域接種の推進について 

 県内の飲食店業者や観光業者などを

はじめとした、小規模事業者や業界団

体の従業員らを対象とした職域接種に

ついて、集団接種会場を活用し行う方

針が県より示されたことは、大変あり

がたいところであり、接種の加速化に

向けて大変重要な取組であると認識し

ている。ついては、職域接種を希望す

る小規模事業者や業界団体の従業員ら

を対象とした接種を県としてさらに推

進すること。 

（８）集団接種及び職域接種等に使用

するワクチンについて 

 県が行う集団接種及び職域接種等に

使用するワクチンは、原則モデルナ社

ワクチンとし、ファイザー社ワクチン

を使用することにより、市町村に供給

されるワクチンが不足しないよう配慮

すること。 

 

（７）職域接種の推進について 

 本県では、国が推奨する職域接種の

受け皿となる一定規模以上の企業・団

体が少ないことから、県による第２期

集団接種においては、中小規模の企業

等を対象とした予約枠を設けたところ

であり、これまで50団体に県の集団接

種を活用いただいたところであり、接

種の加速化が図られているところで

す。(Ａ) 

（８）集団接種及び職域接種等に使用

するワクチンについて 

 市町村が行っているファイザー社ワ

クチンを使用した接種とは別に、県で

は、ワクチン接種の加速化を図るた

め、モデルナ社製ワクチンを使用した

集団接種を実施しております。 

 県の実施する集団接種は、あくまで

も市町村の接種体制の補完として実施

しているものであることから、市町村

の接種体制に影響が出ないよう配慮し

ながら、取組を進めてまいります。

（Ｂ） 

県南広域

振興局 

保健福祉

環境部 

Ａ:１ 

Ｂ:１ 

７月19日 31 岩手県立

東和病院・

大迫地域診

 県立東和病院は、花巻市東和地域、

大迫地域、矢沢地域及び遠野市西部地

域の住民の「かかりつけ」医療機関と

 県立東和病院や大迫地域診療センタ

ーをはじめとする県立病院・地域診療

センターは、公的医療機関の役割であ

県南広域

振興局 

保健福祉

環境部 

Ａ：１ 



療センター

の存続・維

持について 

して軽症者、回復期患者の入院を受け

入れているほか、救急告示病院として

救急患者を年間2,000人程度受け入れて

いる、地域にとって欠かすことができ

ない重要な医療機関であります。ま

た、県立中央病院附属大迫地域診療セ

ンターは、花巻市大迫地域の地域医療

を支える必要不可欠な存在でありま

す。令和元年度から令和６年度までを

計画期間とする「岩手県立病院等の経

営計画」においては、県立東和病院は

「圏域の地域病院として基幹病院であ

る中部病院と連携しながら地域の入院

機能を担う」、「回復期を中心とした

病床機能を担う」こととされ、また、

大迫地域診療センターは地域住民の身

近にあってどのような相談にも乗るよ

うな総合的な医療を担うとされている

ことに加えて、いずれも「医療・介

護・福祉・行政との連携・協働によ

り、地域包括ケアシステムの一翼を担

う」とされています。 

 厚生労働省は令和元年９月、「再編

統合」の議論が必要と分析した東和病

院を含む全国424の公立・公的医療機関

等を公表し、これらの病院が公立・公

的等でなければ果たせない役割を果た

しているか、機能を改めて検証し、必

要に応じて機能分化やダウンサイジン

グも含めた再編・統合を各地域医療構

想調整会議において検証するよう求め

ました。これを受け令和元年11月28

日、花巻市を含む岩手中部構想区域の

る、へき地医療、救急医療、高度・専

門医療等、採算性などの面から民間医

療機関による提供が困難な医療を担う

必要があり、岩手県立病院等の経営計

画〔2019-2024〕において、現行の体制

により県立病院群全体で効率的な運営

を行うこととしています。 

 限られた医療資源のもと効率的な運

営を行うため、各病院の役割・機能に

ついては、各二次保健医療圏の状況を

勘案しつつ、適切な病床規模による運

営を行うとともに、地域医療構想調整

会議における議論を踏まえ、病院ごと

の機能や病床数等を見直すこととして

います。 

 今後においても、地域の医療ニーズ

や地域医療構想調整会議での議論を踏

まえながら、東和病院及び大迫地域診

療センターに求められる医療提供体制

の維持に努めていきます。（Ａ） 



地域医療構想調整会議において、東和

病院の再編統合に関する対応方針につ

いて協議・検証が行われ、「平成30年

度に圏域全体で不足している回復期病

床へ病床転換済みであり、国が求める

再編統合の方針に沿った適切な対応が

既になされている」ことから、再編統

合の検討対象とはならないとの方針が

全会一致で了承されました。岩手県で

は、この検証結果を県の検証結果とし

て、令和２年４月に国へ報告済みと伺

っています。 

 令和２年４月時点において国から

は、公立・公的医療機関等の再編・統

合に関して追加の対応を求められてお

らず、岩手県では引き続き国の動向を

注視しつつ必要な対応を取っていくと

しており、県立東和病院など公表のあ

った医療機関の再編統合の方向性につ

いては今後、「国と地方の協議の場」

等において検証・協議されることが見

込まれており、県においては、地域医

療構想調整会議における、県立東和病

院を存続すべきであるとの方針を重視

し、引き続き存続に向けてご尽力いた

だきますとともに、大迫地域診療セン

ターを花巻市大迫地域での唯一の医療

機関として存続・維持することを含

め、現在の病院機能を縮小することな

く、必要な医師・医療スタッフを適正

に配置いただきますよう要望します。 



７月19日 32 旧新興製

作所建物解

体工事の中

断の長期化

について 

（１）旧新興

製作所跡地

に残置され

ている解体

途中物に関

すること 

 花巻市城内・御田屋町地内における

旧新興製作所建物解体工事が中断さ

れ、解体途中物及びＰＣＢ廃棄物が敷

地内に残置された状態が長期化してお

り、市議会における一般質問をはじ

め、市政懇談会等においても市民から

の不安の声が上がっている状況となっ

ていることから、解体途中物及びＰＣ

Ｂ廃棄物に係る対応について、以下の

とおり要望いたします。 

（１）旧新興製作所跡地に残置されて

いる解体途中物に関すること 

 旧新興製作所跡地である花巻市城

内・御田屋町地内の土地について、メ

ノアース株式会社が株式会社新興製作

所から所有権を取得後、平成28年から

株式会社光が請負者となり敷地内の旧

新興製作所建物の解体工事が施工され

ておりましたが、同年中にメノアース

株式会社と株式会社光との間において

工事請負契約に関する係争が発生した

ことにより、現在解体工事が中断し旧

新興製作所跡地内にコンクリートのが

れき類が残置されている状態となって

おります。 

 このがれき類の取り扱いについて、

花巻保健福祉環境センターからは、解

体工事発注者であるメノアース株式会

社が係争中のため解体工事を中断して

いるものであり、今後建物基礎の解体

工事を行う予定であると同社が主張し

ていることから、この間の旧新興製作

所跡地に残置されているコンクリート

 旧新興製作所跡地については、解体

工事が一時中断され、地上部には解体

途中のコンクリート等が積み上げられ

ている状況にありますが、工事中断に

当たり崩落等が発生しないよう措置さ

れるなど、現時点で周辺の生活環境に

影響を与える状況にはないと考えてい

ます。また、当該物については、再生

砕石としてリサイクル利用可能なもの

が含まれており、工事再開時に当該地

にて自ら利用することも可能であり、

引き続き所有者に対し、今後の解体計

画及び処理計画を求め適正処理を指導

していきます。 

 なお、工事に伴い排出される廃棄物

の処理責任は、一般的には元請業者に

あるとされていることから、県では工

事が再開される際には、工事内容を改

めて確認のうえ必要な指導を行うこと

としています。(Ｂ) 

県南広域

振興局 

保健福祉

環境部 

Ｂ：１ 



のがれき類については、解体工事から

排出された途中物に位置付けられると

判断するものであり、このがれき類が

産業廃棄物に該当するものとは判断で

きない旨回答をいただいております。

なお、当該係争については、令和２年

６月に終了していることから、令和２

年８月27日に花巻保健福祉環境センタ

ー環境衛生課に対し情報提供を行って

いるところです。 

 当該係争の終了に伴い、請負業者が

差押している当該土地の強制競売手続

きが再開されましたが、当該土地の７

筆のうち大部分を占める５筆につい

て、裁判所による強制競売の取消しが

令和３年２月２日に決定されたことに

より、差押登記が抹消され当該請負業

者による強制競売手続きは終了したと

ころであります。 

 さらに、上記について差押登記が残

る２筆についても、裁判所による強制

競売の取消しが令和３年３月２日に決

定されたことにより、当該差押登記に

ついても抹消されたところでありま

す。また、市では、花巻保健福祉環境

センターに対し、当該土地の所有者で

あるメノアース株式会社への敷地内Ｐ

ＣＢ廃棄物及び解体途中物に関する指

導状況について毎月確認を行っており

ますが、メノアース株式会社との電話

による連絡が取れていない状況が継続

しており、通知に対しても返答がない

状況であると伺っております。 



 このような経過のもと、解体途中物

が解体工事の中断以降敷地内に放置さ

れたまま４年以上が経過し、安全性や

周辺環境への影響が懸念されており、

市議会や市政懇談会等の場において、

議員や市民よりこれらの残置状況がい

つまで続くのかとの不安の声が上がっ

ております。 

 解体途中物の廃棄物性の判断につい

ては、花巻保健福祉環境センターよ

り、残置されている解体工事に伴い発

生したがれき等については、県が他人

の財産をマイナスの財産であると判断

して廃棄物の取り扱いとすることはで

きず、所有者がこれらについて廃棄物

である旨の宣言をしないことには廃棄

物とはならないとの説明を受けており

ますが、これまでの当該土地に係る競

売手続きにおいて、買い手が現れなか

ったことや裁判所による強制競売の無

剰余取消しの決定、解体工事にかかる

再開あるいは終了計画についてメノア

ース株式会社から意思確認が取れてい

ない状況など、これまでの手続きにお

ける経過や各業者の動向を考慮した場

合、敷地内に残置されている解体途中

物は、実質的に廃棄物として判断され

ると考えられるものであり、価値のあ

る財産として取り扱うことには限度が

あると考えられるところであります。 

 廃棄物該当性の判断については、

「行政処分の指針について（通知）」

（平成30年３月30日付け循環規発第



18033028号環境省環境再生・資源循環

局廃棄物規制課長通知）により、環境

省から判断要素の基準等が示されてお

り、物の性状、排出の状況等の複数の

判断要素の基準に照らし総合的に判断

することとされていることから、県に

おかれましては、当該解体途中物につ

いて改めて廃棄物該当性について判断

をいただき、処理責任者に対して適切

な指導をしていただきますよう要望い

たします。 

７月19日 32 旧新興製

作所建物解

体工事の中

断の長期化

について 

（２） 旧新

興製作所跡

地に残置さ

れているＰ

ＣＢ廃棄物

に関するこ

と 

（２）旧新興製作所跡地に残置されて

いるＰＣＢ廃棄物に関すること 

旧新興製作所跡地において、ポリ塩

化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推

進に関する特別措置法に定める保管状

況等の届出が必要なＰＣＢ廃棄物が保

管されている旨花巻保健福祉環境セン

ターから伺っておりますが、令和元年

12月に保管場所が変更されているとの

情報提供をいただいております。ま

た、保管状況に関する届出について

は、毎年６月末までに県に届け出なけ

ればならないところ、昨年度分につい

てメノアース株式会社から県に届出が

提出されていないほか、会社との連絡

も取れていない状況であり、移設後の

保管状況については、県においても確

認ができていない状況であると伺って

おります。現在においても、当該土地

における県による立入調査は未実施で

あり、どのような場所でどのような状

 ＰＣＢ廃棄物の保管状況の確認につ

いては、令和３年７月26日、保管事業

者の了解の下立入検査を行い適正保管

を確認しました。 

 また、7月27日にポリ塩化ビフェニル

廃棄物等の保管及び処分状況等届出書

が提出され、ＰＣＢ廃棄物の種類等に

ついて、届出と立入検査による確認が

一致しました。 

 今後とも保管事業者に対し、ＰＣＢ

廃棄物の期限内処理を指導していきま

す。（Ｂ） 

県南広域

振興局 

保健福祉
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態でＰＣＢ廃棄物が保管されているか

確認されておらず、安全性の判断もで

きない状態が続いています。このこと

から、ＰＣＢ廃棄物の保管に関し、市

議会や市政懇談会等の場において、不

安に感じる議員や市民から早期に保管

状況の確認を求める声が上がっており

ます。花巻保健福祉環境センターに伺

っているところによりますと、ＰＣＢ

廃棄物について特別措置法で定める処

理期限となっても処理されない場合

は、特別措置法に基づき適切な対応を

行うとの説明を受けているところであ

りますが、処理期限までの期間におけ

るＰＣＢ廃棄物の保管状況の今後の確

認予定について確認したところ、現時

点では健康被害が出ていない状況か

ら、メノアース株式会社から口頭によ

り報告されている保管場所が崩落等す

ることがない限りＰＣＢが外部へ流出

しないとの認識に基づき、状況確認の

必要性及び今後の確認予定については

明確に示されなかったところでありま

す。以上により、県におかれまして

は、ＰＣＢ廃棄物の保管状況につい

て、地域住民の不安を払拭するために

も、早期に立入により安全な状態にあ

ることを確認していただきますよう要

望いたします。 

７月19日 33 公立学校

施設整備に

係る財政措

学校施設は、児童・生徒が学習、生活

する場であるとともに、災害発生時に

は、地域住民の緊急避難所としての機

 学校施設の多くは、児童生徒数の急

増期に整備されており、老朽化が進む

中で改築・改修の時期を迎え、施設整

県南広域

振興局 
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置の拡充に

ついて 

能を有する重要な施設となっておりま

す。 

 当市の学校施設は、昭和40年代後半

から60年代前半にかけて建築された施

設が多く、築年数が20年以上の施設は

全体の約72％を占め、老朽化が進行し

ております。また、築年数が40年以上

の施設は全体の33％を占めており、建

替えや大規模改修等の更新時期を迎え

ていることから、計画的かつ効率的に

長寿命化を進め、時代の要請に対応し

た施設を整備する必要があります。 

 一方、こうした教育環境の充実を図

るには多額の費用を要するため、財源

の確保が老朽化した学校施設を抱える

市町村共通の課題となっております

が、国の公立学校施設整備事業におけ

る交付金の算定基礎となる建築単価に

ついては、資材費・労務費などの変動

を考慮の上、適宜、改定が行われてい

るものの、実際の工事に要する経費と

補助金額には依然として乖離があり、

地方公共団体にとって大きな財政負担

となっております。 

 つきましては、子どもたちの安全を

確保し、良好な教育環境を維持するた

めの学校施設の改修、改築事業を計画

的に推進できるよう、必要な財源を確

保するとともに、実勢価格に即した補

助単価への見直しや補助率の引き上げ

など公立学校施設整備に係る財政措置

の拡充を図ることについて、国に要請

備の需要が増大しています。地域の実

情等を踏まえつつ、安全を確保し、質

の高い教育活動を支えられるよう、必

要な財源の確保は引き続き重要な課題

となっています。 

 国は、令和３年度予算において、一

部補助単価を引き上げるとともに、学

校施設環境改善交付金について、大規

模改造（質的整備）のうち、障害児等

対策施設整備工事（バリアフリー化工

事）の算定割合を1/3から1/2に引き上

げるなどの改正を行いました。 

 しかしながら、学校施設の改築や改

修には多額の経費を要し、各自治体の

負担が大きいことから、実状にあった

補助単価の引き上げ等について、全国

施設主管課長協議会を通じて令和３年

６月に国に対し要望しているところで

あり、今後とも全国の都道府県と連携

し、様々な機会を捉えて働きかけを行

っていきます。（Ｂ） 



していただきますよう強く要望いたし

ます。 

 


